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評価結果要約表 
１. 案件の概要 
国名： マケドニア旧ユーゴスラビア共和国 案件： 森林火災危機管理能力向上プロジェクト 
分野：自然環境保全 援助形態：技術協力 
所轄部署： 地球環境部 

森林・自然環境保全第二課 
協力金額（予定）：約 2.94 億円 

 
協力 
期間 

(R/D): 2011 年 5 月 10 日～2014 年 5 月 9
日 

先方関係機関：危機管理センター（CMC） 

(延長): 日本側協力機関：農林水産省 林野庁、東京大学 生産技術

研究所 
(F/U): 他の関連協力：  

マケドニア「全国地理情報データベース整備計画」 (E/N): 
１－１ 協力の背景と概要 

マケドニア旧ユーゴスラビア共和国（以下、「マケドニア」と記す）を含むバルカン半島地域全体で

は、森林火災の発生率が高く、その被害が深刻な問題となっている。マケドニアにおいては、国土面積

の約 38％を森林地帯が占めるが、過去 15 年間（1998 年～2012 年）で森林火災の発生件数は約 3,800 件、

延焼森林面積は約 15.5 万 ha に及ぶと推計されている。特に 2007 年には大規模な森林火災が発生し、14
日間にわたり国家緊急事態宣言が発せられる事態であった。 

このような状況の中、マケドニア政府は、2005 年に「危機管理法（LCM）」を制定・施行し、森林火

災を含むあらゆる国家的脅威の予防、早期警戒、及び関係機関の調整に基づく効果的な対処を目指す国

家的な仕組みとして、「危機管理システム（CMS）」を定めた。CMS には、すべての中央省庁、議会、

援護・救助部門、地方政府、国営企業、マケドニア赤十字、非政府組織（NGO）、メディア、一般市民

等の幅広い関係者の参加が規定されている。 
この CMS の意思決定機関の実務を担う独立した行政機構として、同じく 2005 年に「危機管理センタ

ー（CMC）」が設立された。CMC の役割は、あらゆるリスク・脅威に係わる情報蓄積と分析を行い、関

係各機関との連携・調整を図ることである。森林火災の予防・早期警戒を適切に行うには、森林火災に

関する情報が CMC で一元管理され、その情報に基づく分析結果及び提言が CMC から CMS の意思決定

機関に報告されることが必要である。また、大規模森林火災の勃発時には、迅速に CMS 傘下の関係機

関や国民に指示が出され、調整のとれた対応が実施されることが想定される。 
しかし、CMC は、情報の収集・蓄積・分析の能力、更にそれらの情報を所有または利用する関係各

機関の連携を図る調整能力の双方に課題がある。特に情報収集・蓄積の中核となるべき CMC の地理情

報システム（GIS）について、地図情報を定期的に更新する体制が整っていない、ライセンス数の不足

による入力可能量の制限、ユーザーである CMC 職員の GIS 利用に関する能力の不足など整備が必要な

状況である。さらに、森林火災に関するさまざまな情報・データは複数の関係機関が個別に保有してお

り、CMC に情報が集まる体制が確立されていないという連携不足からくる情報の未整備も問題となっ

ている。 
このような背景の下、2009 年 8 月にマケドニア政府から、CMC の森林火災の予防・早期警戒に係る

能力向上を目的とした本技術プロジェクトの要請がなされた。独立行政法人国際協力機構（JICA）は 2010
年 7 月に詳細計画策定調査を実施し案件内容を協議した後、2011 年 1 月 27 日にマケドニア政府と R/D
を締結し、2011 年 5 月 9 日より 3 年間の期間でプロジェクトを開始した。 

 
１－２ 協力内容 
（1） 上位目標 

 森林火災の予防・早期警戒に対する社会全体の対応能力の向上により、大規模森林火災の発生が抑

制される。 
（2） プロジェクト目標 

CMC の森林火災の予防・早期警戒について国内の関係者に情報を発信し、関係者間の調整を図る

能力が強化される。 
（3） 成果 

1. 統合的 GIS を活用した森林火災についての国家的なリスクアセスメントの仕組みが構築される。

2. 森林火災の予防・早期警戒に係る国内の関係者間で情報共有・連携を図るための調整メカニズムが

強化される。 
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（4） 投入 
日本側：投入総額 3 億円 

専門家派遣長期専門家 2 名（72 人月）  機材供与 車両 1 台、PC 111 台 
                         自動気象観測装置（AWS）15 台等 
短期専門家 延べ 17 名（25.17 人月）    ローカルコスト負担 現地業務費 41,629 千円 
本邦研修受入 7 名、 

マケドニア側： 
カウンターパート（C/P）配置 14 名 
執務環境の提供、ローカルコスト 

２. 評価調査団の概要 
調査者 総括：  五関 一博 JICA 地球環境部 技術審議役 

森林監理：赤羽 元  林野庁 林政部木材産業課 課長補佐 
協力企画：深澤 晋作 JICA 地球環境部 森林・自然環境第二課 
評価分析：浅野 剛史 日本工営株式会社 環境技術部 副参事 
マケドニア側評価者：Mr. Xheladin Llokmani Associate, Department for Bilateral and Multilateral 
Assistance, Secretariat for European Affairs 

調査期間 2013 年 11 月 25 日～12 月 14 日 評価種類：終了時評価 
３. 評価結果の概要 
３－１ プロジェクトの実績 

(1) 投入の実績（上記のとおり） 
(2) 成果の達成状況 

1) 成果 1 
成果 1 に設定された 6 つの指標のうち、3 つが達成され、2 つはほぼ達成され、1 つはいまだ達成

されていないと判断された。 
 マケドニア森林火災情報システム1（MKFFIS）（ver.1）は 2013 年 3 月に完成した。終了時評価の

時点では MKFFIS（ver.2）は開発中であり、2013 年 12 月に完成予定であった（指標 1a：ほぼ達

成）。 
 MKFFIS （ver.1）を構築する際、必要な情報はマケドニア森林公社（PEMF）、水文気象庁（HM）、

CMC 並びに欧州気象衛星開発機構（EUMETSAT）と米国航空宇宙局（NASA）のウェブ公開情報

から入手された。収集されたすべての情報は MKFFIS（ver.1）のデータベースに格納されており、

2013 年 3 月の完成以降は、決められた頻度でデータの更新が行われている（指標 1b：達成）。 
 Hotspot map2、Vegetation dryness map3、FWI map4はマケドニア国全土をカバーし、Forest vegetation 

map は森林の 90%をカバーする形で、2013 年 3 月に作成された。消火機材配置図と、想定される

森林被害額のレイヤーは、マケドニア国全土をカバーする形で作成される予定である（指標 1c： 
ほぼ達成）。 

 MKFFIS（ver.1）の使い方と地図利用に関する研修は、CMC から 91 名、PEMF から 57 名、その

他の関連機関から 28 名の合計 176 名の参加を得て実施された（指標 1d：達成）。 
 MKFFIS（ver.1）のアクセス権限は、研修に参加した中から計 147 名の関係者に対し付与された。

それ以降、森林火災の予防・早期警戒に必要な情報は、MKFFIS の利用を通じて彼らに提供され

ている。MKFFIS（ver.1）のリスク評価のツール群は、4 つの危機要素 (hazard、exposure、vulnerability、
capacity & measures)のすべてを含み、包括的かつ効果的なリスク分析が可能である（指標 1e：達

成）。 
 2013 年 12 月の終了時評価時点では、MKFFIS（ver.1）は 3 つの関係機関〔PEMF、保護・救助局

（DPR）、農業・森林・水経済省（MAFWE）〕以外の機関や、広く一般へ公開していなかった。

プロジェクトは MKFFIS（ver.2）により、広く一般への公開を開始する予定である（指標 1f：達

成されていない）。 
 

2) 成果 2 
成果 2 に設定された 3 つの指標のうち、1 つは達成途上であり、2 つはいまだ達成されていないと

                                                 
1 森林火災の防止及び早期警戒のための統合地理情報システム 
2 衛星データから周辺に比べて温度の高い地点を検出し、火災地点として表示した図 
3 衛星画像から森林の乾燥程度を推定し、強度により色分けしてしめした図 
4 湿度、気温、風速、降雨量等から火災が発生する危険性を推定し、強度により色分けして示した図 
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判断された。 
 MAFWE の管轄する森林保護と森林管理計画に関連する法令の改訂案について議論された。その

結果、MAFWE は 9 つの関連法令の改訂を準備している（指標 2a：達成途上）。 
 技術調整グループ（TCG）を技術レベルの正式な会議とするための手続きは、2014 年 4 月頃に開

始する予定であった。正式化の根拠となり得る法令は複数あるが、具体的な正式化の手続きはい

まだ定まっていなかった（指標 2b：達成されていない）。 
 MKFFIS を活用した調整改善のための提案書については、その作成方法やスケジュールなどはい

まだ定まっていなかった（指標 2c：達成されていない）。 
 
(3) プロジェクト目標の達成予測 

プロジェクト目標に設定された 3 つの指標のうち、2 つはほぼ達成されており、1 つは達成途上だ

と判断された。すべての指標がプロジェクト終了までに達成されると予測された。 
 プロジェクトが開発した MKFFIS と地理森林情報システム（GFIS）を、関係機関の業務のなかで

正式に位置づけることを目的に、関連法令の改訂を議論するワークショップが 2 回開催された。

ワークショップでの議論を基に、正式化に向けた手続きが MAFWE によって始まっている（プロ

ジェクト目標 指標 1：達成途上）。 
 Hotspot map、FWI map、Vegetation dryness map、Forest vegetation map、Forest fire history map は 2013

年 3 月に作成され、それ以降は定期的にアップデートされている（プロジェクト目標 指標 2：ほ

ぼ達成）。 
 指標に定められた森林火災の予防・早期警戒のための関連情報は、2013 年 4 月から MKFFIS（ver.1）

をとおして関係者へ提供されている（プロジェクト目標 指標 3：ほぼ達成）。 
 

３－２ 評価 5 項目による分析 
評価 5 項目の観点からの価値判断は、A = 高い、 B = 中程度、 C = 低いの 3 段階で行った。 
 

(1) 妥当性 
プロジェクトの妥当性は、主に以下の理由から「A」と判断された。 
 森林火災の予防と早期警戒のための効率的なシステムの導入は、マケドニア政府の「森林持続的

開発戦略」（2006 年）の中のビジョンと合致している。 
 プロジェクトは CMC 本庁で集中管理する森林火災の予防・早期警戒のためのデータベースと GIS

の導入を目指すものであり、プロジェクト目標は C/P である CMC の期待とニーズに合致するも

のである。 
 日本の政府開発援助（ODA）中期政策（2005 年）では環境を重点分野としており、対マケドニア

国別援助方針（2012 年）では、環境を重点分野と位置づけている。 
 
(2) 有効性 

プロジェクトの有効性は、主に以下の分析結果から「B」と判断された。 
 プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）で設定された 2 つの成果は、1）森林火災に関

する情報を評価し、関係者間で共有するための統合 GIS の構築と 2）関係機関の連携・調整機能

を果たす組織機能の強化からなり、プロジェクト目標の達成に貢献するように計画されている。

 2 つの成果の達成状況には差があるものの、マケドニア側と日本側の継続した努力を得られれば、

プロジェクト終了までにプロジェクト目標が達成されると予測される。 
 プロジェクトが導入した MKFFIS（ver.1）は、高度なウェブベースの GIS であり、多くの関係機

関がインターネットを経由して直接アクセスし、森林火災リスクに関係する情報を同時に受け取

ることができる。それにより、関係機関の調整の質は飛躍的に向上することが期待できるため、

森林火災を防ぐ実質的な手段だと考えられる。 
 2013 年の火災頻発時期において、システム上の問題から、情報提供の時間帯が限られていたり、

関係者がシステムに不慣れであったため森林火災報告が入力されていなかったなどにより、シス

テムへの信頼性が低く、危機管理センター地方支部（RCMC）の期待に十分に応えるものとなっ

ていなかったことから、終了時評価の時点では、MKFFIS (ver.1)が現場の関係職員に十分に活用さ

れているとは言い難いことが判明した。このような状況から現場レベルでの関係機関の調整が、

プロジェクトにより強化されたとは判断できなかった。一方、プロジェクトではこれらの問題に

ついて改善を進めており、プロジェクト終了までには内容面での改善が見込まれている。 
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(3) 効率性 
プロジェクトの効率性は、主に以下の理由から「B」と判断された。 
 プロジェクトでは、森林関連情報のデジタル化に極めて多くの人的、資金的資源を投入した。デ

ジタル化された森林関連情報は、Forest vegetation map の作成に必要であるものの、投入を最低限

とすることが必要であった。 
 自動気象観測装置（AWS）への投入は、他の情報収集方法を検討したり、既存の気象情報の正確

さを高めるなどの方法で最低限とし、プロジェクトの効率性を担保することが必要であった。 
 プロジェクトの求める経歴、能力、経験を備えた日本人専門家が投入された。短期専門家は、

MKFFIS の開発に大きな役割を果たした。 
 機材の投入は適切なタイミングで行われた。品種、スペック、数量などは、C/P と協議するとと

もに、事前に合意されたシステム・デザインに則って、適切なものが投入された。 
 
(4) インパクト 

プロジェクト実施によるインパクトは、以下の理由から「A」と見込まれる。 
終了時評価の時点では、上位目標の達成見込みを測るには時期尚早だと判断されたが、その一方、

上位目標の達成につながると考えられる良い影響が確認できた。 
 森林火災の発生は、MKFFIS から提供される情報のみではなく、現場において実際に対策をとる

関係職員によるところも大きい。さらに火災発生は毎年の気象条件にも左右されるため、本指標

の達成見込みを測るには、プロジェクト終了後更に数年の経過を見てからの判断が妥当である

（上位目標 指標 1）。 
 MKFFIS（ver.1）は 4 つの危機要素（hazard、exposure、vulnerability、capacity & measures）のすべ

てを包括的に含み、8 種類のリスク地図を提供するものである。MKFFIS を通じて CMC が提供す

る情報は、極めて充実したものであり、また更新頻度は迅速で十分なものであると判断される。

このように、森林火災リスクを評価するために必要十分な情報は MKFFIS（ver.1）の中で蓄積を

続けており、CMC が継続してこれらの情報を蓄積していくことにより、大規模火災のリスクを分

析する基礎情報となることが期待される。それにより将来にわたって、実際の大規模森林火災の

減少に寄与すると考えられる（上位目標 指標 2）。 
 MKFFIS は、森林火災リスク評価に必要な広範な情報を提供している。本システムは、森林火災

の予防・早期警戒のための、より大きな国家レベルの枠組みへ発展することが期待される。 
 上位目標を達成するためには、関係機関の職員の協働による森林火災リスク分析を推し進めるこ

とや、関係機関のコーディネーション・メカニズムを強固にするための努力が更に必要である。

 MKFFIS は PEMF による持続可能な森林管理を可能とするものであり、それは森林火災のリスク

低減の基礎となるものである。 
 
(5) 持続性 

プロジェクト終了後の持続性の見通しは、主に以下の理由から「B」と見込まれる。 
 政策・制度・組織面：現行の森林火災の予防・早期警戒に関連する政策・制度は、プロジェクト

終了後も継続すると考えられる。 CMC 及び関連機関の業務で MKFFIS を正式に位置づけ、効果

的に利用するためには、諸制度の改訂が必要だと考えられ、成果 2 での関係機関との協働により

改訂案を作成することを確実に実施する必要がある。また TCG を通じて関係機関との連携・協力

関係は強化されたが、プロジェクト終了後も引き続き技術的に MKFFIS の持続性を確保するため

には TCG を正式な会議とするための手続きを明確にし、プロジェクト終了前に正式化する必要が

ある。 
 技術面：CMC 及び関係機関の職員は、MKFFIS の利用に関する高い技術レベルを既に有している。

長期的に安定して MKFFIS を利用するためには、知識を継続的にアップデートすることが必要で

ある。 
 体制面：CMC 本庁の関係職員は、今後も継続して関係ポストに就くことが見込まれており、また

RCMC、マケドニア森林公社地方支部（RPEMF）、保護・救助局地方支部（RDPR）の現場レベル

においても、関係職員は継続して業務に関わることが見込まれ、森林火災の予防・早期警戒に関

する調整の持続性を高めることが期待される。最も重要だと考えられるのは、データ・サーバを

管理する 3 つの機関（CMC、PEMF、HM）におけるシステム・アドミニストレーションのための

人員配置である。 
 財政面：関係機関それぞれにおける情報管理は、MKFFIS から発信される情報の質とタイミング
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に影響を与えるため、特にデータ・サーバを管理する機関（CMC、PEMF、HM）は、ソフトウェ

アのライセンス更新、故障の際の部品交換、予期せぬシステムエラーの修理などの予算を確保す

る必要がある。また 15 セット調達された AWS の維持管理コストについて、HM は確保する必要

がある。プロジェクト実施に関連するほぼすべてのコスト（研修費、旅費・交通費等）は JICA
側予算にて支出されたが、プロジェクト終了後は、マケドニア国側により、活動を継続するため

のコストが確保される必要がある。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 
特になし 
 

３－４ 効果発現を阻害した要因 
特になし 
 

３－５ 結論  
本プロジェクトは、森林火災リスクアセスメントに必要な情報を統合的に管理するシステム MKFFIS

を提供し、その活用を柱とした危機管理体制の強化を目指し実施された。構築された MKFFIS は、さ

まざまな関係機関の持つ情報を一元的に共有・管理することにより、関係機関相互の連携を強化し、森

林火災への対応能力の向上に大きな効果を持つと考察される。 
MKFFIS の開発のための日本側投入が当初の想定より膨らんだことにより、効率性に懸念があるもの

の、本システムについては気象観測や持続的な森林管理への活用も可能であるなど間接的にも大きなイ

ンパクトがあることが確認され、マケドニア側からも高い評価を得ている。一方、プロジェクトの成果

の持続的発現に向けては、プロジェクト終了後、マケドニア側において継続的な予算の確保、システム

運用のための法的な枠組みの整備等が不可欠であり、一層の努力が求められる。 
こうしたなか、今後プロジェクト終了時までに、システムの活用について、関係機関への能力強化及

び周知徹底、研修などを通じた利用者への普及啓発などの活動を継続して行うことにより、プロジェク

ト目標は達成されると考えられる。 
 

３－６ 提言 
(1) 社会への森林火災リスク情報の周知拡大 

森林火災の最大要因である人為による失火を防ぐために、一般に公開される MKFFIS （ver.2）の活

用により、森林火災のリスク情報を社会に周知し、森林火災に対する国民の理解を高めることは、

森林火災の減少、ひいては上位目標である大規模火災の減少に寄与することから、今後の情報発信

の強化を提言する。 
 

(2) 地方関係機関への MKFFIS 活用のフォローアップ研修の実施 
地方関係機関に対しては既に MKFFIS （ver.1）公開時に中央での集合研修を実施し、（ver.2）公開

後も同様の研修が計画されているが、現状以上の活用に向けては十分ではないと判断される。この

ため、プロジェクトは引き続きプロモーションも兼ねて現地を訪問し、研修のフォローアップを実

施することを提言する。 
 

(3) MKFFIS 利用 ID の発給範囲の確定と発給促進 
MKFFIS利用のための IDについては研修受講者とその受講者から研修を受けたスタッフへ発給する

とされているが、更なる利用促進のため、早急に ID 付与が必要なスタッフの範囲を確定し、それら

のスタッフへの研修及び ID の発給を速やかに実施することを提言する。 
 

(4) MKFFIS 運用の持続性確保に向けての組織的枠組みの整備 
プロジェクトで構築した MKFFIS を活用した体制の持続性を確保するため、さまざまな機関が行っ

ている情報の入力、管理、提供、利用に関する相互的な義務や権利について明文化した取決めをプ

ロジェクト終了までに作成すること、また、TCG を通じた関係機関の自立発展的な連携・協力を促

すため、遅くともプロジェクト終了前には TCG の法的な位置づけが整理されるよう、ロードマップ

を明らかにし、作業を進めることを提言する。 
 
 

(5) MKFFIS のリスク情報を活用するための緊急時の対応手順書の整備 
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MKFFIS の構築に伴い、緊急時に即時適切に対応するため、本部及び地方においてこれまでの緊急

時の対応手順書等のルールを見直し、例えば Hotspot の発生時の対応などの項目を新たに含めるな

ど、CMC は MKFFIS からの情報に対応した手順書をプロジェクト終了を目途に、早急に整備するこ

とを提言する。 
 

(6) 地方関係機関や地方自治体の連携強化 
上位目標である「社会的能力の向上」につなげるためには、実際に現地で対応に当たる地方関係機

関や地方自治体も巻き込んだ予防・早期警戒に向けた連携の促進が不可欠である。一方、MKFFIS
の利用開始が遅れたこともあり、これまで地方における関係機関や地方自治体の連携強化に向けた

活動は十分に行われていない。このため、プロジェクトは協力期間終了までに「提案書」（指標 2c）
を作成するとともに、並行してモデルエリアで得られた知見をその他のエリアに広めるなど、効率

的な地方関係機関や地方自治体の巻き込みの強化を行うことを提言する。 
 

(7) プロジェクト終了後の予算確保 
プロジェクト実施期間中はプロジェクト実施にかかるほぼすべての予算が JICA によって支出され

ているが、プロジェクト終了後、マケドニア側がプロジェクト成果の継続的な発現による上位目標

の達成に必要な予算を確実に措置することを強く求める。特に、HM に供与された AWS や MKFFIS
に関する情報技術（IT）機材の維持管理費及び MKFFIS の継続的な維持・活用に向けた定期的な研

修などスタッフの能力強化に関する予算措置は不可欠である。 
 

３－７ 教訓 
(1) プロジェクトスコープの範囲管理 

MKFFIS の構築の過程で、当初想定されていなかった AWS や森林管理のための GIS（森林情報シス

テム）がプロジェクト進捗に伴って、必要に応じて導入された。これにより、MKFFIS は非常に高

い能力を有するものとなったが、そのための多大な投入によりプロジェクトの効率性において懸念

の残る結果となった。 
同様のシステム開発を伴うプロジェクトにおいては、効果を高めるために追加的な投入がプロジェ

クト途中で求められることが想定されるところ、資金的・人的投入の上限をあらかじめ関係者間で

共有するとともに、システムのスコープを当初計画において明確に限定し、その上限内で計画を適

切に管理することによりプロジェクト目標の達成に向けた投入量を効率的なものとすることについ

て、関係者間で統一的な認識を共有することが必要である。また、その際には、構築されたシステ

ムがプロジェクト終了後も先方政府の予算を含む能力の範囲内で維持されることも考慮することが

求められる。 
 

(2) 持続可能な森林管理の一環としての森林火災リスク管理 
MKFFIS には、森林火災リスクアセスメントに必要な情報として、樹種、樹齢等の森林情報が取り

込まれた。この結果 MKFFIS は、森林火災防止のみならず、PEMF による持続可能な森林管理にも

活用することが可能となった。 
これは本プロジェクトの範囲を超えたものではあるが、これにより、森林の健全性を高める持続可

能な森林管理が行われることとなり、結果的に森林火災発生のリスクを抑えることに結びつく。こ

れを踏まえ、今後同様のプロジェクトを検討する際には、森林火災のリスク管理を持続可能な森林

経営の一環として捉え、包括的なアプローチとして計画することが求められる。 
 

(3) 地方自治体やマルチセクトラルな関係機関の巻き込み 
本プロジェクトは、主に中央の関係機関を対象とした組織間の連携強化を目的として行われた。一

方、実際に災害への「対策」にあたるのは、地方自治体や地方部におけるマルチセクトラルな関係

機関であり、これらの果たす役割は大きい。 
このため、その役割や責任範囲を検討した上で、地方自治体を含めた地方部におけるマルチセクト

ラルな関係機関を C/P または準 C/P に含めるべきである。 
 

(4) 季節性を考慮したプロジェクト期間設定 
本プロジェクトは 2011 年 5 月から 3 年間のプロジェクトであったことから、結果的にマケドニアの

森林火災シーズンである夏期が来る前に終了することとなった。このため、完成した MKFFIS（ver. 
2）をプロジェクト期間内の森林火災シーズンにおいて実際に運用できず、その成果を確認すること
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ができなかった。 
このことから、本来、本プロジェクトは最終的に完成したシステムがプロジェクト期間内の森林火

災シーズンに適用されるよう期間を設定することが望ましかったと考えられる。プロジェクトの成

果をより十分なものとするためにも、このように活動が季節的な影響を受けるプロジェクトについ

ては、季節性を十分考慮した上で、開始時期を検討する必要がある。 
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Terminal Evaluation Summary 
1. Outline of the Project 
Country：  
Former Yugoslav Republic of Macedonia 

Project title：Project on Development of Integrated System for 
Prevention and Early Warning of Forest Fires  

Issue/Sector：Forest and Nature Conservation Cooperation Scheme：Technical Cooperation 
Division in charge：Forestry and Nature 
Conservation Division 2, Global Environment 
Department  

Total cost (at the time of evaluation)：Approximately 294 
million Yen 

 
Period 
of 
Cooper
ation 

(R/D):  
10, May 2011～9, May 2014 

Partner Country's Implementing Organization： 
Crisis Management Center (CMC) 
Supporting Organization in Japan： 
Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries 
Institute of Industrial Science, the University of Tokyo 

1-1 Background of the project 
   The rate of occurrence of forest fires is high in the whole Balkans region including the Former Yugoslav 
Republic of Macedonia (hereinafter, referred to as “Macedonia”), where damages caused them have become serious
problems. In Macedonia where about 38 % of its territorial area is occupied with forest areas, it is estimated that 
about 3,800 cases of forest fire occurred and about 155 thousand ha of forest areas burnt by spread fires during the 
last 15 years (1998-2012). The large-scale forest fire occurred particularly in 2007, leading to a situation where the 
national emergency declaration was issued for 14 days. 

Under such circumstances, the Government of Macedonia formulated and enforced the “Law on Crisis 
Management (LCM)” in 2005, establishing the “Crisis Management System (CMS)” as a national mechanism 
intended for the prevention of all national threats including forest fires, early warning, and effective
countermeasures based on the coordination with related agencies. The CMS provides for the participation of a wide 
range of stakeholders such as all of the central government ministries and agencies, assemblies the assistance and 
rescue sector, local governments, state-owned enterprises, the Macedonia Red Cross, non-governmental 
organizations (NGOs), media, and the general public. 

As an independent administrative organization responsible for practice services of the decision-making body of 
this CMS, the "Crisis Management Center (CMC)" was established in 2005 as well. The role of the CMC is to store 
and analyze information related to all risks and threats and to promote the cooperation and coordination with related 
agencies. In order to properly carry out the prevention and early warning of forest fires, it is necessary to manage 
information on forest fires centrally at the CMC, from which analysis results and recommendations based on such 
information should be reported to the decision-making body of CMS. In addition, the prompt issue of instructions 
to related agencies under the umbrella of CMS and the general public as well as the implementation of 
well-coordinated measures are assumed at the time of the outbreak of large-scale forest fires.  

However, the CMC faces challenges to its capability of collecting, storing, and analyzing information and 
furthermore its ability of coordination to promote the collaboration among related organizations that own or use 
such information. It is in the situation of requiring improvements against its flaws, including the state in which no 
system has yet been readily available to update cartographic information periodically especially with respect to the 
geographic information system (GIS) of the CMC to be the core of collecting and storing information, limitations 
on the feasible amount of inputs due to the shortage in the number of licenses, and the lack of the abilities of the 
CMC staff as users to use GIS. Moreover, the poor maintenance of information has also been a problem, arising 
from the lack of collaboration in the sense that various information and data related to forest fires are owned 
separately by multiple related organizations whereas a system has not yet been developed in which information is 
accumulated at the CMC. 

In this context, a request was made by the Government of Macedonia for this technical cooperation project 
aiming at building capacities of the CMC for the prevention and early warning of forest fires in August 2009. After 
conducting a detailed planning survey in July 2010 to discuss contents of the project, JICA concluded the R/D with 
the Government of Macedonia on January 27, 2011, and the project was initiated for the period of 3 years from 
May 9, 2011. 
 
1-2 Project Overview 

(1) Overall Goal 
The occurrences of massive forest fire are reduced by strengthening the response capability of the entire 

society for prevention and early warning of forest fire. 
 

(2) Project Purpose 
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The capacity of CMC for transmitting information to domestic relevant institutions for prevention and early 
warning of forest fire and coordinating them is strengthened. 

 
(3) Outputs 

1) National system for forest fire risk assessment is developed with the use of integrated GIS. 
2) National coordination mechanism of information sharing and cooperation among domestic relevant 

institutions for prevention and early warning of forest fire is reinforced. 
 

(4) Inputs 
Japanese side: The total amount of input: 300 million yen 

Dispatch of Experts   2 long-term experts（72MM）    
17 short-term experts（25.17MM） 

Equipment          1 vehicle, 111 PCs,  15 AWSs, etc., 
Training in Japan     7 participants 
Local cost           41,629 thousand yen 

Macedonian Side: 
Counterpart(C/P)       14 people 
Facilities            Office space 

2. Evaluation Team 
Members of 
Evaluation 
Team 

Japanese side: 
Japanese Team Leader: Mr. Kazuhiro Goseki, Executive Technical Advisor to the Director 
General, Global Environmental Department, JICA 
Forest Management: Mr. Gen Akahane, Deputy Director, Wood Industry Division, Forestry 
Agency, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries 
Cooperation Planning: Mr. Shinsaku Fukazawa, Advisor, Forestry and Nature Conservation 
Division 2, Global Environmental Department, JICA 
Analysis & Evaluation: Mr. Koji Asano, Senior Engineer, Environmental Science & Engineering 
Department, Nippon Koei Co., LTD. 

 
Macedonian side: 

Macedonian Team Leader: Mr. Xheladin Llokmani, Associate, Department for Bilateral and 
Multilateral Assistance, Secretariat for European Affairs 

Period of 
Evaluation 

25, Nov. 2013～14, Dec. 2013 Type of Evaluation : Terminal Evaluation 

3. Result of Evaluation 
3-1 Achievement of the Project 

(1) Results of Inputs (as described above) 
(2) Project Progress 

1) Output 1 
Out of six indicators set for the output 1, three were “achieved”, two were “almost achieved”, and one was 

“not achieved yet”. 
 MKFFIS (ver.1) was launched in March 2013. MKFFIS (ver.2) is currently under development, 

expected to be completed in December 2013. (Indicator 1a: almost achieved) 
 Data/information required for MKFFIS (ver.1) were acquired from PEMF, HM, CMC and websites of 

EUMETSAT and NASA, initially stored in the database of MKFFIS (ver.1) in March 2013, 
subsequently, have been updated. (Indicator 1b: achieved) 

 Hotspot map, Vegetation dryness map, FWI map, which were created in March 2013, cover the entire 
country, while vegetation map covers 90% of forests in Macedonia. Upcoming suppression resource 
table and expected damaged forest value are planned to cover the entire country. (Indicator 1c: almost 
achieved) 

 Trainings regarding MKFFIS (ver.1) administration and use of maps were conducted with 
participation of 91 CMC officers, 57 PEMF officers and 28 officers from other institutions (a total of 
176 participants). (Indicator 1d: achieved) 

 A total of 147 key participants of the training were granted ID and password to access MKFFIS 
(ver.1). Since then, information has been provided to them. MKFFIS (ver.1) integrates four risk 
elements (hazard, exposure, vulnerability, and coping capacity) that enable to assess the risk of forest 
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fire comprehensively and effectively. (Indicator 1e: achieved) 
 At the time of evaluation (December 2013), forest fire risk assessment tools have not yet been 

available for other institutions (other than PEMF, DPR and MAFWE) and the general public. 
However, those are planned to be available when MKFFIS (ver.2) will be released. (Indicator 1f: not 
achieved yet) 

 
2) Output 2 

Out of three indicators set for the output 2, one was “under progress” and two were “not achieved yet”. 
 How rulebooks (ministerial ordinance) of MAFWE on forest protection and forest management 

planning should be modified was discussed. MAFWE plans to submit nine (9) modified rulebooks. 
(Indicator 2a: under progress) 

 The process to formalize TCG to be a national level technical coordination meeting was planned to 
start in April 2014. Potential legislative justification already exists in several laws, however, actual 
procedures of formalization are yet to be defined. (Indicator 2b: not achieved yet) 

 Methodology and procedures to elaborate recommendations for improvement of coordination using 
MKFFIS are yet to be defined. (Indicator 2c: not achieved yet)  

 
(3) Progress towards the Project Purpose 

Out of three indicators set for the project purpose, two were “almost achieved” and one was “under 
progress”. All indicators are predicted to be achieved before the termination of the Project. 
 In order to make MKFFIS and GFIS fit in the legislative framework of relevant institutions two 

workshops were held to draft modified rulebooks. MAFWE has started modification of their rulebooks 
in the existing government procedures. (Indicator Project Purpose 1: under progress) 

 Hotspot map, FWI map, Vegetation dryness map, the Forest vegetation map and the Forest fire history 
map had created in March 2013, and since then, continuously updated. (Indicator Project Purpose 2: 
almost achieved) 

 Information has been available to the domestic relevant institutions since April 2013 through MKFFIS 
(ver.1). (Indicator Project Purpose 3: almost achieved) 

 
3-2 Review by the Five Criteria 

Value judgment from the view points of the five evaluation criteria was rated as: A = High, B = Medium and 
C = Low. 

(1) Relevance 
The relevance of the project was evaluated as “A” from the following reasons. 
 In the Strategy for Sustainable Development of Forestry (2006), establishment of an efficient system 

for early warning and suppression of forest fires is a part of its vision. 
 The project had newly introduced centrally managed database and GIS system to specifically work for 

prevention and early warning of forest fires. The project purpose meets CMC's organizational 
fundamental requirements. 

 Japan’s Medium-Term Policy of Official Development Assistance (2005) states environmental sector 
as one of the most important sectors. Japan’s Country Assistance Policy for Macedonia (2012) states 
that environment issues as a priority area. 

 
(2) Effectiveness 

The effectiveness of the project was evaluated as “B” from the following reasons. 
 Two outputs set in the Project Design Matrix (PDM) consist of: 1) the building of integrated GIS to 

assess information on forest fires and share it among interested persons; and 2) the strengthening of 
organizational functions to achieve the functions of collaboration and coordination among related 
organizations, planned to contribute to the achievement of the project goal.  

 Although their level of achievement of outputs varies at this moment, with continuous effort of people 
concerned, the project purpose is most likely to be achieved by the project end. 

 MKFFIS (ver.1) introduced by the project is an advanced web-based GIS, enabling many related 
organizations to have direct access to it via the Internet to receive information relating to forest fire 
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risks at the same time. It is believed to be a substantial means to prevent forest fires, because it is 
expected to improve the quality of coordination by related organizations dramatically. 

 It turned out that MKFFIS (ver.1) could not be said to be fully utilized by related staff in the field at 
the time of terminal evaluation because the reliance on the system was low and it was far from 
meeting expectations of Regional Crisis Management Centers (RCMCs) sufficiently, arising from the 
fact that: the time zone of providing information was limited due to the problems in the system during 
the period of frequent occurrence of forest fires in 2013; and reports on forest fires were not entered 
into the system as the concerned personnel were not familiar with it. It could not be determined from 
such a situation that the coordination among the related organizations at the field level was 
strengthened by the project. On the other hand, improvements are being made against these problems 
in the project, and activity contents are expected to be improved until the end of the project. 

 
(3) Efficiency 

The efficiency of the project was evaluated as “B” from the following reasons. 
 The project had invested a significantly large amount of financial and human resources to digitize 

forest related information. Although, digitized forest related information was required to create forest 
vegetation maps, the investment should have been more economized. 

 Financial input for AWSs should have been more economized by considering the alternative data 
collections method and/or enhancing accuracy of existing data to ensure the efficiency of the project. 

 Japanese experts with the relevant background, appropriate experiences, and sufficient technical level 
have been assigned. Short-term experts made a significant contribution to the development of 
MKFFIS. 

 Equipment has been procured and delivered in appropriate timing. Items, specifications and quantity 
of the equipment have been determined in consultation with concerned C/P and on system design to be 
appropriate. 

 
(4) Impact 

The impact of the project was evaluated as “A” from the following reasons. 
The situation was too premature to assess the prospects of achieving the overall goal. However, there were  

many good signs for achieving the overall goal in the future. 
 The actual reduction of forest fire depends not only on MKFFIS but also the reaction of concerned 

officers in the field. Besides, climate conditions may affect occurrence of forest fires. Therefore the 
prospect of achieving the overall goal cannot be judged at this moment. (Indicator Overall Goal 1) 

 MKFFIS comprehensively consider four risk elements (hazard, exposure, vulnerability, and capacity 
and measures) by producing eight risk assessment maps. The data/information provided by CMC is 
considered to be remarkably adequate. MKFFIS updates eight risk assessment maps as soon as their 
data sources (data providers) are updated. The frequency of the update is considered to be particularly 
prompt and sufficient. Likewise, information necessary and sufficient for evaluating forest fire risks 
continues to be accumulated in MKFFIS (ver.1), which is expected to be the basic information to 
analyze risks of large-scale fires through the CMC’s continuous accumulation of such information. It 
is believed to contribute to the reduction of actual large-scale forest fires in the future (Indicator 
Overall Goal 2). 

 MKFFIS provides a broad-range of data which are necessary in the forest fire risk assessment. The 
system will give an opportunity for a larger development of a national system for forest fire risk 
assessment. 

 To achieve the overall goal, more efforts need to be made to ensure a joint approach in assessing forest 
fire risks to provide for a stronger coordination mechanism among relevant institutions. 

 The MKFFIS enabled sustainable forest management by PEMF which is fundamental for mitigating 
forest fire risk. 

 
(5) Sustainability 

The prospect of sustainability was evaluated as “B” from the following reasons. 
 (Policies, legislations & institutional viewpoint) Current legislative framework and policy/strategy for 
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prevention and early warning of forest fires will continue after the termination of the project. In order 
to effectively utilize MKFFIS in the operation of CMC as well as concerned institutions officially, 
necessary modifications of the existing government procedures in collaboration with the relevant 
institutions envisaged under Output 2 need to be accomplished. In addition, collaborative/cooperative 
relationships with related organizations have been enhanced through the TCG; however, formalization 
procedures need to be defined, and actual formalization should be realized before the termination of 
the project in order to continue to secure the sustainability of MKFFIS technically after the end of the 
project. 

 (Technical viewpoint) Staff members of CMC as well as other relevant institutions are already 
equipped with high-level technical capacity for utilizing MKFFIS. For long-term and stable system 
utilization, it is necessary to continuously update the knowledge. 

 (Organizational viewpoint) Officers of CMC HQ are expected to be continuously assigned to the 
relevant posts. Also in regional level at RCMC, RPEMF and RDPR, human resources involved will 
continue to be the major drivers enabling sustainability of the coordination. The greatest challenge is 
to ensure proper staff assignment for administration of the systems in three institutions (CMC, PEMF 
and HM) where data servers are maintained. 

 (Financing viewpoint) Data maintenance within key service providers gives influence on the quality 
and regularity of data from MKFFIS. Three institutions (CMC, PEMF and HM) which maintain data 
servers need to have financial resources to renew necessary software licenses, replace broken parts and 
corrective maintenance of unexpected system failure. The cost of the maintenance of fifteen (15) 
AWSs needs to be provided by HM. All the cost of the project implementation (training, trip, etc.) has 
been borne by JICA. After the termination of the project, cost for continuous activities should be 
secured by Macedonian side. 

 
3-3 Factors that promoted realization of effects 
   None specifically. 
 
3-4 Factors that impeded realization of effects 
   None specifically. 
 
3-5 Conclusion 
   The project was implemented, aiming at to strengthen risk management by constructing and utilization of 
integrated information management system for，forest fire risk assessment. It was concluded that MKFFIS 
strengthened coordination among relevant institutions，and extraordinary improved their capacity for prevention 
of forest fires by its function for integration and transmission of information of various institutions.  
   Additional huge impacts, such as utilization of the system for meteorolog1cal observation and sustainable 
forest management, were confirmed which are very much positively evaluated by Macedonian side, although it 
affected the efficiency of the project. However, more efforts are required to sustainably maintain the results of the 
project, such as securing necessary budget by Macedonian side after the termination of the project and modifying 
the existing government procedures to fit the system in legislative framework. 
   We conclude that the project purpose will be achieved, by continuously reinforcing the relevant institutions 
through extension services for and expanding utilization of the system and strengthening capacity of the users 
through providing trainings, until the termination of the project. 
 
3-6 Recommendations 

(1) Dissemination of forest fire risk information to the public. 
   The main reason for the forest fire is a human factor. By using MKFFIS (ver.2), information regarding 
forest fire should be widely disseminated to the public, which leads to actual reduction of massive forest fires 
as stated in the overall goal of the project. Within the framework of the project，the activities related to 
information dissemination should be further strengthened. 

 
(2) Implementation of follow-up trainings for MKFFIS to regional relevant offices. 

   At the time of MKFFIS (ver.1) was released, group trainings were conducted in Skopje to relevant 
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organizations and their regional offices, and similar trainings are planned to be conducted when MKFFIS 
(ver.2) will be released. However, it is determined that there is still room further utilization of MKFFIS 
especially in regional relevant offices Japanese experts and CMC’s project staff are expected to visit as much 
as possible to the field to promote use and to implement follow-up trainings for MKFFIS. 

 
(3) Determination of target group/staff to issue MKFFIS ID and promotion of the issuance. 

   Issuance of access ID for MKFFIS was executed to the staff members of relevant institutions who 
participated in the training(s) conducted by the project. To further promote use of MKFFIS, determination of 
the target groups/staff that require MKFFIS access ID, and promotion of the issuance are needed. 

 
(4) Development of institutional framework for the sustainable operation of MKFFIS. 

   In order to ensure the sustainability of the coordination with utilizing MKFFIS, before the end of the 
project, agreements/reciprocity terms that clarify the rights and obligations regarding data input, system 
administrations, information exchange and utilization should be made. In addition, to ensure sustainable 
collaboration and cooperation of concerned institutions through TCG, legislative/legal justification of TCG 
needs to be defined by the end of the project. It is recommended to clarify the road map for formalization of 
TCG immediately. 

 
(5) Preparation of emergency procedures in response to risk information from MKFFIS. 

   In order to make prompt and adequate responses in emergencies along with the building of MKFFIS, it is 
recommended that the CMC immediately prepare procedures responding to information from MKFFIS by the 
end of the project, including the incorporation of new items such as responses in the event of hot spots, by 
reviewing rules such as conventional emergent response procedures at the headquarters and local offices. 

 
(6) Strengthening of cooperat10n among local governments and regional offices. 

   In order to strengthen "social capacity" which is stated in the overall goal of the project, involving the local 
governments and regional offices of relevant institutions and promotion of cooperation among them for 
prevention and early warning of forest fire are necessary. However, activities related to strengthen cooperation 
in the field level have not been done sufficiently until now. Therefore, it is recommended that the project 
prepare “a proposal” (indicator 2c of PDM) before the end of the cooperation period and in parallel strengthen 
the efficient involvement of related local organizations and local government bodies, including the 
dissemination of findings obtained in model areas to other areas. 

 
(7) Budget requirement after the termination of the project. 

   All the cost for project implementation has been borne by JICA during the project period. In order to 
sustain project results, and to achieve the overall goal in the future, necessary budget for continuous activities 
should be secured by Macedonian side after the termination of the project. In particular, budget for 
maintenance of AWSs which have been granted to HM, maintenance of IT equipment including MKFFIS and 
continuous training to sustain technical capacity of staff should be secured. 

 
3-7 Lessons Learned 

(1) Management of the range of the project scope. 
   In the development of functions of MKFFIS, AWS and GIS-base information system for forest 
management were introduced which were not originally planned. Thus, MKFFIS has equipped advanced 
functions, but remarkably large amount of its cost negatively affected the efficiency of the project. In similar 
projects, it is necessary to clearly predetermine financial and human resource constraints and define the scope 
of the system in the original plan to be appropriately managed by the stakeholders for economizing inputs to 
achieve the project purpose. In doing so, moreover, the maintenance of the established system within the 
capacity of the recipient government including its budget after the end of the project should also be considered.

 
(2) Forest fire risk management as a part of sustainable forest management. 

   Forest related data such as species, age etc. were captured to be a part of MKFFIS database for forest fire 
risk assessment. As a result, data of MKFFIS became to be utilized not only for forest fire prevention, but for 
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sustainable forest management by PEMF which is beyond the project scope. However, such sustainable forest 
management could enhance the health of the forest, and results in reducing the risk of forest fire. There forest 
fire management should be considers as a part of sustainable forest fire management. Such logistic approach 
should be taken in designing of similar projects. 

 
(3) Involvement of local governments and multi-pectoral local offices. 

   The project was implemented for the purpose of strengthening the cooperation among mainly central 
offices of concerned institutions. However, local governments and multi-pectoral local offices have a vital role 
in actual prevention of forest fires．Therefore local governments and local offices of multi-pectoral related 
institutions should be involved as the project C/P or sub-C/P in accordance with their role and responsibility. 

 
(4) Consideration of seasonality in project period. 

   Since the project launched in May, it needs to finish in May just before the forest fire season in Macedonia. 
Therefore the project failed to have an opportunity to practically use MKFIIS (ver.2) in the fire season before 
its termination. Therefore, it was considered desirable to set a period of this project so that a finalized system 
could be applied to forest fire seasons with the project period under ordinary circumstances. It is necessary to 
consider the timing of inauguration by sufficiently considering the seasonality for a project whose activities are 
susceptible to seasonal factors in order to make its outcomes more satisfactory.  

 

 



 



 
 

 

第１章 終了時評価調査の概要 

 

１－１ プロジェクトの背景と概要 

近年マケドニア旧ユーゴスラビア共和国（以下、「マケドニア」と記す）を含むバルカン半島地

域全体では、森林火災の発生率が高く、その被害が深刻な問題となっている。マケドニアにおい

ては、国土面積の約 38％を森林地帯が占めるが、過去 10 年間で森林火災の発生件数は約 2,400

件、延焼森林面積は約 9.6 万 ha（東京都面積の約半分）、被害総額は約 60 億円に及ぶと推計され

ている。特に 2007 年には大規模な森林火災が発生し、14 日間にわたり国家緊急事態宣言が発せ

られる事態であった。 

このような状況のなか、マケドニア政府は、2005 年に「危機管理法（Law on Crisis Management：

LCM）」を制定・施行し、森林火災を含むあらゆる国家的脅威の予防、早期警戒、及び関係機関

の調整に基づく効果的な対処を目指す国家的な仕組みとして、「危機管理システム（Crisis 

Management System：CMS）」を定めた。CMS には、すべての中央省庁、議会、援護・救助部門、

地方政府、国営企業、マケドニア赤十字、非政府組織（Non-Governmental Organization：NGO）、

メディア、一般市民等の幅広い関係者の参加が規定されている。 

このCMS の意思決定機関の実務を担う独立した行政機構として、同じく 2005 年に「危機管理

センター（Crisis Management Centre：CMC）」が設立された。CMC の役割は、あらゆるリスク・

脅威に係わる情報蓄積と分析を行い、関係各機関との連携・調整を図ることである。森林火災の

予防・早期警戒を適切に行うには、森林火災に関する情報が CMC で一元管理され、その情報に

基づく分析結果及び提言がCMCからCMSの意思決定機関に報告されることが必要である。また、

大規模森林火災の勃発時には、迅速に CMS 傘下の関係機関や国民に指示が出され、調整のとれ

た対応が実施されることが想定される。 

しかし、CMC は、情報の収集・蓄積・分析の能力、さらにそれらの情報を所有または利用す

る関係各機関の連携を図る調整能力の双方に課題がある。特に情報収集・蓄積の中核となるべき

CMC の地理情報システム（Geographic Information System：GIS）について、地図情報を定期的に

更新する体制が整っていない、ライセンス数の不足による入力可能量の制限、ユーザーである

CMC 職員の GIS 利用に関する能力の不足など整備が必要な状況である。さらに、森林火災に関

するさまざまな情報・データは複数の関係機関が個別に保有しており、CMC に情報が集まる体

制が確立されていないという連携不足からくる情報の未整備も問題となっている。 

このような背景の下、2009 年 8 月にマケドニア政府から、CMC の森林火災の予防・早期警戒

に係る能力向上を目的とした本技術協力プロジェクトの要請がなされた。独立行政法人国際協力

機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）は 2010 年 7 月に詳細計画策定調査を実施し

案件内容を協議した後、2011年 1月27日にマケドニア政府とR/Dを締結し、2011年5月より2014

年 5 月までの 3 年間、協力を実施した。 

 

１－２ 終了時評価の目的 

今回実施の終了時評価調査では、プロジェクト期間の終了前 6 カ月の段階において本プロジェ

クトの目標達成度や成果等を分析し、プロジェクト終了時の目標達成の見込みを明らかにすると

ともに、残り期間の課題及び今後の方向性について確認し、同結果を合同評価報告書として取り

まとめ、その結果を双方関係機関に提出する。 
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１－３ 調査団の構成 

終了時評価は、日本側、マケドニア側双方からなる合同チームが実施する。評価チーム構成は

以下のとおりである。 

 

表１ 調査団メンバー 

役割 所属・役職 氏名 

団長 JICA 地球環境部 技術審議役 五関 一博 

協力企画 JICA 地球環境部 森林二課 深澤 晋作 

森林管理 林野庁 林政部木材産業課 課長補佐 赤羽 元 

評価・分析 日本工営株式会社 環境技術部 副参事 浅野 剛史 

マケドニア側評価者 Secretariat for European Affairs Xheladin Llokmani 

 

１－４ 調査日程 

Date, Time  Mr. Goseki, Mr. Fukazawa, Mr.Akahane Stay 

Nov 

 
24 Sun 

12:50 

19:45 

Departure from Japan (Narita, TK0051, TK1005) 

Arrive at Skopje  
Skopje 

25 Mon 

9:00 Meeting with JET1 

 
Skopje 

13:00 

14:00 

15:00 

16:00 

17:00 

Interview at CMC (PM,2 Mr.Stefanoski) 

Interview at CMC (Mr. Karafirovski) 

Interview at CMC (PM, Mr.Stefanoski) 

Interview to JET 

Security briefing at JICA Skopje Office 

26 Tue 

9:00 

10:00 

Interview at CMC (Mr. Petrovski) 

Interview at CMC (Mr.Kumanovski) 

 
Skopje 

12:00 

14:00 

Visit to PEMF 

Visit to HM 

27 Wed 10:00 Interview to JET Skopje 

28 Thu 

9:00 

10:00 

12:00 

Visit to MOEPP 

Visit to RCMC Skopje 

Visit to RPEMF Skopje 
 

Skopje 

13:00 

15:00 

Interview to JICA Short-term Expert 

Interview to a specialist of IZZIS 

29 Fri 

9:00 

11:00 

12:00 

Visit to PEMF (Protection Section) 

Visit to PEMF (Planning Section) 

Visit to UNDP3  
Skopje 

14:00 Visit to RDPR Skopje 

30 Sat  Information collection & analysis, report writing Skopje 

                                                        
1 日本側専門家チーム 
2 プロジェクト・マネージャー（Project Manager） 
3 国連開発計画（United Nations Development Programme） 
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1 Sun  Information collection & analysis, report writing Skopje 

2 Mon 
10:00 Interview to a staff of MAFWE 13:00 Departure from Japan (Narita, LH715, LH1726 ) 

Skopje 
14:00 Interview to JET 20:40 Arrive at Belgrade 

3 Tue 

 
Interview to JET, information collection & 

analysis, report writing 
  Skopje 

 
Interview to JET, information collection & 

analysis, report writing 

14:00

14:55

17:30

Departure from Belgrade (JU162) 

Arrive at Skopje 

Security briefing at JICA Skopje Office 

Belgrade

4 Wed 

8:30 

11:00 

12:00 

Meeting with JET, internal meeting of the Japanese Evaluation Team 

Courtesy visit to the Director of CMC (PD4 of the Project)  

Presentation about MKFFIS by CMC C/Ps, interview to CMC C/Ps (PM, Mr.Stefanoski and others) Skopje 

14:00 

16:00 

Visit to MAFWE, interview with officers of MAFWE 

Interview at CMC (Mr. Petrovski), visit to CMC’s Situation Room  

5 Thu 

7:45 

10:20 

(leave hotel, move to Kichevo) 

Visit to RPEMF-Mk.Brod, interview with officers of the RPEMF 

Skopje 
12:20 

13:15 

14:30 

19:30 

Visit to RCMC-Kichevo, interview with officers of the RCMC 

Visit to RDPR-Kichevo, interview with officers of the RDPR 

Site visit(Burnt area by forest fire, AWS) 

(arrive at Skopje) 

6 Fri  Internal meeting of the terminal evaluation team, report writing Skopje 

7 Sat  Internal meeting of the terminal evaluation team, report writing Skopje 

8 Sun  Internal meeting of the terminal evaluation team, report writing Skopje 

9 Mon  Public holiday Skopje 

10 Tue 

9:00 

11:00 

Internal Meeting of the Joint Evaluation Team 

Meeting with C/P of CMC  Skopje 

14:00 Internal Meeting of the Joint Evaluation Team 

11 Wed 
11:00 Meeting of the Joint Terminal Evaluation Meeting (sign the Joint Terminal Evaluation Report)  

Skopje 
14:00 Steering Committee 

12 Thu 

 Internal meeting of the terminal evaluation team 

Belgrade15:35 

16:30 

Departure from Skopje (JU163) 

Arrive at Belgrade 

13 Fri 
   

On board
20:20 Departure from Belgrade (TK1084, TK0052) 13:10 Departure from Belgrade (LH1723, LH7202) 

14 Sat  Arrive at Japan － 

 

１－５ 評価方法 

１－５－１ 評価の手順 

本終了時評価調査は、経済協力開発機構（Organization for Economic Cooperation and 

Development：OECD）開発援助委員会（Development Assistance Committee：DAC）が 1991 年

                                                        
4 プロジェクト・ディレクター（Project Director） 
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に採択した「開発援助における評価原則」を踏まえて作成された、『新 JICA 事業評価ガイドラ

イン第 1 版』（2010 年 6 月）に基づき実施された。評価対象であるプロジェクトの枠組みとし

て、2012 年 11 月 15 日に改訂・合意されたプロジェクト･デザイン･マトリックス（Project Design 

Matrix：PDM）第 2 版を使用した。 

本終了時評価調査の手順を図１に示す。JICA 事業評価ガイドラインに基づいて、先ず必要な

情報を収集、分析した上で、「実績（投入、活動、成果、プロジェクト目標達成度）」「実施プロ

セス」「因果関係」を順に検証し、更に「評価 5 項目」の視点から価値判断を行う。最後にすべ

ての調査結果を踏まえて提言・教訓を抽出する。 

 

図１ 評価の手順 

（新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版(2010)に基づいて調査団作成） 

 

１－５－２ 情報の収集・分析方法 

終了時評価調査に必要な情報は、それぞれ事前に調査項目を設定した上で、文献調査、質問

票調査、聞き取り調査、現場視察などを通じて収集・整理された。文献調査では、プロジェク

トの各種報告書や関連法制度など、さまざまな資料をレビューした。情報ソースとして日本人

専門家からは、主に調査項目に基づいて事前に情報を収集し、それらを 3 種類のグリッド（2

種の達成度グリッドと 1 種の評価グリッド）〔合同評価報告書（英文）Annex 11、12、13〕に整

理した上で、調査団到着後に聞き取り調査を行い追加的な情報を収集・分析し、適宜グリッド

に反映させた。またマケドニア側のカウンターパート（Counterpart：C/P）機関と関係機関の職

員からは、主に日本側調査団が作成した質問票を事前に配布し、それに対する回答を調査団の

到着前に回収し、内容を分析した上で適宜グリッドに反映させた。回答が不明確であったり、

未回答の質問、更に追加的に必要な情報については、調査団到着後に直接聞き取り調査を行っ

た。 

マケドニア側の質問票調査、聞き取り調査の対象としては、C/P 機関であるCMC と、プロ

ジェクト関係機関であるマケドニア森林公社（Public Enterprise Macedonian Forests：PEMF）、水

文気象局（Hydro Meteorological Service：HM）、農業・森林・水経済省（Ministry of Agriculture, 

Forestry and Water Economy：MAFWE）、保護・救助局（Directorate for Protection and Rescue：DPR）、

環境物理計画省（Ministry of Environment and Physical Planning：MOEPP）の本省職員と、更に

CMC、PEMF、DPR 各地方支部の現場関係者であった〔合同評価報告書（英文）Annex4 参照〕。

実績の検証

実施プロセスの検証

提言・教訓の抽出

因果関係の検証

評価5項目からの評価

 プロジェクト実施の結果何が達成されたのか、それらは期待通り
であるか。

 プロジェクトを実施する過程(プロセス)で何が起きているか、それ
らはプロジェクトのアウトカム目標の達成にどのような影響を与えて
いるか。

 評価結果に基づいた具体的な提言や教訓。「提言」は、プロジェ
クトの今後の改善に役立つ提案で、「教訓」は、将来または実施中の
類似案件に対する提案である。

 アウトカム目標の達成が、本当にプロジェクト実施によってもたら
されたのか。

 評価5項目の視点からのデータ解釈と価値判断。

手順 各手順での視点・内容
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現場視察は、プロジェクトが設定した 2 カ所のパイロット地域のうち 1 カ所を実際に訪問し、

危機管理センター地方支部（Regional Crisis Management Center：RCMC）、PEMF 地方支部

（Regional Public Enterprise Macedonian Forests：RPEMF）、保護・救助局地方支部（Regional 

Directorate for Protection and Rescue：RDPR）の関係へ聞き取りを行うとともに、プロジェクト

が支援した施設や植林地などの現場状況を検分した。 

文献調査、質問票調査、聞き取り調査、現場視察などを通じて収集された情報は、3 種類の

グリッドに整理された上で、「プロジェクト実績」「実施プロセス」「因果関係」を順に検証し、

更に「評価 5 項目」の視点からの価値判断を行った。最後にすべての調査結果を踏まえて提言・

教訓を抽出した。 

 

１－５－３ 評価 5 項目 

「評価 5 項目」の視点からの判断基準は、以下の 5 項目である。  

評 価 項 目 評 価 内 容 

妥当性 

（Relevance） 

プロジェクトの目標が、受益者の要望、対象国のニーズ、地球規模の優

先課題及び援助関係者とドナーの政策との整合性の度合い。 

有効性 

（Effectiveness） 

プロジェクトの目標が実際に達成された、あるいはこれから達成される

と見込まれる度合い。PDM の成果の達成がプロジェクトの目標の達成に

つながったかの因果関係を明確にして判断する。 

効率性 

（Efficiency） 

投入に対する成果（定性並びに定量的）を計測する。投入のタイミング、

規模、内容などを整理して、資源が効率的に利用されたかを判断する。

インパクト 

（Impact） 

開発援助によって直接または間接的に、意図的であるか否かを問わず生

じる、肯定的、否定的及び一次的、二次的な効果。 

持続性 

（Sustainability） 

プロジェクトが終了しても、開発援助による便益が継続するか。政策・

制度・組織面、財政面、技術面、人員面などの観点を用いて、現時点の

持続性の見通しから判断する。   
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第２章 プロジェクトの実績 

 

２－１ 投入の実績 

２－１－１ 日本側の投入 

(1) 専門家派遣 

2011 年 1 月 27 日に、日本側とマケドニア側の政府代表者の間で、合意された討議議事録

（Record of Discussions：R/D）に基づいて、長期専門家 2 名が派遣された（チーフアドバイ

ザー/森林火災管理、業務調整/情報システム整備運用）。3 年間のプロジェクト期間における

長期専門家の総派遣年数は 6 年（計 2,190 人日、プロジェクト終了までの見込みを含む）で

あった。長期専門家の活動を補完するため、延べ 14 回（7 名）の短期専門家が派遣された。

3年間のプロジェクト期間における短期専門家の総派遣人月の実績は25.17人月であり計755

人日であった。短期専門家の専門性と派遣時期・期間については、日本人専門家がC/P と協

議して要請が出された。各専門家の氏名や派遣期間などは、合同評価報告書（英文） Annex 

5 に示す。また、プロジェクトに関するさまざまなサポートのため、現地スタッフが 1 名雇

用された。 

 

(2) 本邦研修 

プロジェクト期間中に、CMC 及び PEMF から合計 7 名のC/P が、本邦研修を受けるため

日本へ派遣された。2012 年の第 1 回派遣では、CMC 本庁に勤務するプロジェクト・ディレ

クターとプロジェクト・マネジャーを含むマネジメント・レベルの職員が 3 名派遣されたが、

2013 年の第 2 回派遣では、CMC 本庁と PEMF 本庁に所属するオペレーション・レベル（IT

担当官）が派遣された。各研修員の氏名、所属、派遣期間、コース名並びに主な訪問先を、

合同評価報告書（英文）Annex 6 に示す。 

 

(3) 資機材供与 

プロジェクト活動を円滑に実施するため JICA が調達した主な機材は、車両 1 台、PC111

台5、自動気象観測装置（Automatic Weather Station：AWS）15 台などである。供与されたすべ

ての機材名と各数量を合同評価報告書（英文）Annex 7 に示す。調達内容は、JICA 専門家が

CMC 並びに関係各機関の職員と協議して決定した。システムを構成する機材（ハード、ソ

フト、その他）は、プログラム運営委員会（Steering Committee：SC）にて事前に合意された

システム・デザインに沿って調達された。すべての機材はプロジェクト活動のために有効に

活用されている事が確認された。 

 

(4) プロジェクト予算（日本国側） 

日本国側はプロジェクト活動の実施に必要なすべての経費を支出した。プロジェクト運営

費、資機材購入費、ローカルスタッフの雇用費、旅費・交通費などを含んだ現地業務費の 2011

年から 2013 年（ただし 2013 年は 9 月末まで）の総額は、約 41,629,000 円（MKD 25,100,080）

であった。プロジェクトの支出内容を、合同評価報告書（英文） Annex 8 に示す。 

 

                                                        
5 PC の内訳は、CMC 本庁へ 15 台、関係機関の本庁へ計 23 台、CMC と関係機関の地方支部へ計 73 台であった。 
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２－１－２ マケドニア側の投入 

(1) C/P の配置 

C/P として首都スコピエ市のCMC 本庁で働く職員とともに、現場であるCMC 地方支部の

職員が配置された。終了時評価までの過去 30 カ月間では、プロジェクト・ディレクターは

交代したため計 2 名、プロジェクト・マネジャーが 1 名、また 7 名の本庁職員と４名のCMC

地方支部職員が配置された。プロジェクト専属の人員は配置されなかったため、各職員は必

要に応じプロジェクト活動に参加した。C/P の氏名・所属、及びプロジェクト活動に携わっ

た期間を、合同評価報告書（英文）Annex 9 に示す。 

 

(2) プロジェクト事務所及び資機材の提供 

首都スコピエ市にあるCMC 本庁に、プロジェクト事務所 （広さ約 50 ㎡）が提供された。

プロジェクト事務所の維持管理代（光熱費、水道、電話、インターネット、備品の部品交換

等）は、CMC の負担であった。 

 

２－２ 成果の達成状況 

PDM の各成果に対応したプロジェクト活動の主な実績は、2 種類の達成度グリッドを使用して

整理された。合同評価報告書（英文）Annex10「Accomplishment Grid 1（Accomplishment based on the 

indicators）」に、PDM の指標ごとのプロジェクト実績を整理した。また、各活動に対応した実績

は、合同評価報告書（英文） Annex11「Accomplishment Grid 2（Accomplishment based on the activities）」

に整理した。以下に各指標に対応した主な活動実績を成果ごとに整理する。 

 

２－２－１ 成果 1 

成果 1 指 標 

National system for forest fire 

risk assessment, using the 

integrated GIS, is developed. 

1a. By February 2013, integrated GIS is developed based on the 

risk assessment methodology developed by the Project (i.e. 

integrated GIS ver.1); and is improved by December 2013 (i.e. 

integrated GIS ver.2). 

1b. From March 2013, all of the data required for forest fire risk 

assessment with pre-determined time/spatial resolution, 

provided by PEMF and HM, is received and stored in the 

integrated GIS.  

1c. By February 2013, four forest risk assessment tools (i.e. hot spot 

map and vegetation dryness map, covering all land of 

Macedonia, as well as forest vegetation map and fire history 

map, covering 90% of forests in Macedonia) are stored in the 

integrated GIS; and the other three (i.e. FWI map and 

suppression resource table, covering all land of Macedonia, as 

well as damaged forest value table, covering 90% of forests) are 

stored by December 2013.  

1d. By March 2013, at least X officers from HQ and regional CMC 
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達成度：PDM で成果 1 に設定された上記 6 つの指標のうち、3 つが達成され、2 つはほぼ達

成され、1 つはいまだ達成されていないと判断された。以下にその主な判断理由を挙げる。 

 

(1) 指標 1a：ほぼ達成と判断された。 

マケドニア森林火災情報システム（Macedonian Forest Fire Information System：MKFFIS） 

（ver.1）は 2013 年 3 月に完成した。終了時評価の時点でMKFFIS（ver.2）の開発中であり、

2013 年 12 月に完成予定である。MKFFIS（ver.2）によるシステム改良の主な内容は、①ユー

ザインターフェイスの改良、②新レイヤーの追加（国立公園、森林被害額、CMC オペレー

ション地図等）、③新機能の追加（消火機材配置図、人口情報、公開情報と内部情報の峻別、

④GFIS（地理森林情報システム）への新機能の追加（計画実績簿の作成、過去の計画の検索

機能、林小班面積の自動計算機能）、⑤MKFFIS、GFIS の改良（火災報告書を林小班入力か

ら火災毎入力へ改良）、⑥MKFFIS、GFIS のスピードの向上、である。 

(2) 指標 1b：達成と判断された。 

MKFFIS （ver.1）を構築するに際し、必要な情報は PEMF、HM、CMC 並びに欧州気象衛

星開発機構（European Organisation for the Exploitation of Meteorological Satellites：EUMETSAT）

と米国航空宇宙局（National Aeronautics and Space Administration：NASA）のウェブ公開情報

から入手した。収集したすべての情報はMKFFIS（ver.1）のデータベースに格納しており、

2013 年 3 月の完成以降は、決められた頻度でデータの更新が行われている。 

(3) 指標 1c：ほぼ達成と判断された。 

Hotspot map、Vegetation dryness map、 FWI map はマケドニア国全土をカバーし、Forest 

vegetation map は森林の 90%をカバーする形で、2013 年 3 月に作成された。終了時評価の時

点で作成中の消火機材配置図と、想定される森林被害額のレイヤーは、マケドニア国全土を

カバーする形で 2013 年 12 月に完成予定である。 

(4) 指標 1d：達成と判断された。 

and X officers from HQ and regional offices of the principal 

information user institutions (X from PEM, X from MAFWE, 

X from DPR) are trained in administration and/or utilization of 

the integrated GIS as well as interpretation of the first 4 forest 

fire risk assessment tools; and the other four tools by March 

2014. 

1e. By March 2013, information contained in the forest fire risk 

assessment tools of the integrated GIS is available to the 

principal information users through intranet for utilization in 

prevention and early warning according to the agreed access 

rights.  

1f. By April 2013, part of information contained in the forest fire 

risk assessment tools (ie.X, X, ・・・) of the integrated GIS is 

published at CMC’s website for utilization by other relevant 

institutions. 
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MKFFIS（ver.1）の使い方と地図利用（Hotspot map、Vegetation dryness map、FWI map、Forest 

vegetation map、Forest fire history map）に関する研修は、CMC から 91 名、PEMF から 57 名、

その他の関連機関から 28 名の合計 176 名の職員の参加を得て実施された。 

(5) 指標 1e：達成と判断された。 

2013 年 3 月から 4 月にかけて実施されたMKFFIS（ver.1）の使い方と地図利用に関する研

修の参加者の中から、計 147 名の重要な関係者に対しMKFFIS（ver.1）のアクセス権限を付

与し、ID とパスワードを支給した。147 名の内訳は、CMC 91 名、PEMF 31 名、DPR 23 名、

MAFWE 2 名であった。それ以降、森林火災の予防・早期警戒に必要な情報は、MKFFIS の

利用を通じて彼らに対し提供されている。MKFFIS（ver.1）のリスク評価のツール群は、4 つ

の危機要素（hazard、exposure、vulnerability、capacity & measures）のすべてを含み、包括的

なリスク分析が可能なものである。関係機関はMKFFIS（ver.1）から提供された情報を利用

し森林火災のリスクを評価し、効果的な対策につなげることができる。 

(6) 指標 1f：達成されていないと判断された。 

終了時評価時点では、MKFFIS（ver.1）は 3 つの関係機関（PEMF、DPR、MAFWE）以外

の機関や、広く一般への公開をシステム開発の遅れから開始しておらず、したがって PDM

指標に示されるように森林火災の評価ツールは提供されていなかったと判断された。プロジ

ェクトでは公開用のバージョンを現在開発中であり、プロジェクト終了までにはMKFFIS

（ver.2）により、広く一般への公開を開始する予定である。 

 

２－２－２ 成果 2 

 

達成度：PDM で成果 2 に設定された上記 3 つの PDM 指標のうち、1 つは達成途上であり、2

つはいまだ達成されていないと判断された。以下にその主な判断理由を挙げる。 

 

(1) 指標 2a：達成途上だと判断された。 

2013 年 10 月 29 日から 30 日と、2013 年 11 月 12 日から 13 日に実施されたワークショッ

プでは、それぞれMAFWE、PEMF、MOEPP、DPR、大学から計 15 名が参加し、MAFWE

の管轄する森林保護と森林管理計画に関連する法令の改訂案について議論した。その結果、

成果2 指 標 

National coordination 

mechanism of information 

sharing and cooperation 

among domestic relevant 

institutions for prevention and 

early warning of forest fire is 

reinforced. 

2a. By the Project end, the final draft(s) for necessary modifications 

of the existing government procedures is (are) submitted by the 

responsible organizations to the relevant authority/authorities for 

adoption. 

2b. By the Project end, a technical-level coordination meeting on 

prevention and early warning is formalized for the post-project 

period. 

2c. By the Project end, recommendations for improvement of 

coordination, using the integrated GIS, are made based on 

monitoring in some model areas within jurisdiction of selected 

RCMCs for action by CMC. 
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MAFWE は 9 つの関連法令の改訂を想定しており、既に一部の改訂に向けて省内手続きを進

めている。 

(2) 指標 2b：達成されていないと判断された。 

技術調整グループ（Technical Coordination Group：TCG）をマケドニアの関連法令に基づい

て、森林火災の予防・早期警戒に関する技術レベルの正式な会議とするための手続きは、プ

ロジェクト終了直前の 2014 年 4 月頃に開始する予定であった。CMC によれば、正式化の根

拠となりうる法令は、危機管理法や森林法など複数あるが、どの法令に基づいてどういった

手続きで正式化するかなど、具体的な方針はいまだ定まっていなかった。 

(3) 指標 2c：達成されていないと判断された。 

終了時評価時点では、PDM 指標に設定されたMKFFIS を活用した調整改善のための提案

書については、その作成方法やスケジュールなどはいまだ決まっていなかった。 

 

２－３ プロジェクト目標の達成予測 

 

達成度：プロジェクト目標に設定された 3 つの PDM 指標のうち、2 つはほぼ達成されており、

1 つは達成途上だと判断された。ただし、すべての指標がプロジェクト終了までに達成されると

予測された。以下にその主な判断理由を挙げる。 

 

(1) プロジェクト目標 指標 1：達成途上だと判断された。 

プロジェクトが開発したMKFFIS とGFIS を、 関係機関の業務のなかで正式に位置づける

ことを目的に、関連法令の改訂を議論するワークショップが、2013 年 10 月 29 日から 30 日

と、2013 年 11 月 12 日から 13 日に開催された。ワークショップでの議論を基に、実際の改

定案が作成され、既に正式化に向けた手続きがMAFWE において始まっている。MAFWE へ

のインタビューによれば、2014 年 3 月までの正式化を想定している。 

(2) プロジェクト目標 指標 2：ほぼ達成と判断された。 

Hotspot map、FWI map、Vegetation dryness map、Forest vegetation map、Forest fire history map

は 2013 年 3 月に作成され、それ以降はデータソースの更新に合わせて定期的にアップデー

トされている。 更新頻度は 1) SEVIRI Hotspotは 15分ごと、2) MODIS Hotspotは 6時間ごと、

3) ファイヤー・ウェザー・インデックス（Fire Weather Index：FWI）map は毎日、4)Vegetation 

プロジェクト目標 指 標 

The capacity of CMC for 

transmitting information to 

domestic relevant institutions 

for prevention and early 

warning of forest fire and 

coordinating them is 

strengthened. 

1. By the Project end, modifications in the existing government 

procedures, necessary to fit the integrated GIS, in legislative 

framework, are adopted by the relevant authorities. 

2. By the Project end, information contained in forest fire risk 

assessment tools of the integrated GIS at CMC is updated with 

pre-determined frequency for transmission to the relevant 

institutions.  

3. By the Project end, data/information from CMC based on the 

integrated GIS is utilized by the domestic relevant institutions for 

prevention and early warning of forest fire. 
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dryness map は 8 日ごと、5)Forest vegetation map は毎年、6) Forest fire history は森林火災の発生

都度である。 

(3) プロジェクト目標 指標 3：ほぼ達成と判断された。 

指標に定められた森林火災の予防・早期警戒のための関連情報は、2013年4月からMKFFIS 

（ver.1）をとおして関係者へ提供されている。2013 年 7 月にCMC 本庁から各RCMC に対し

て、MKFFIS（ver.1）を日常業務で利用するための指示が発令された。2013 年 7 月には、関

係機関の職員やマスコミ関係者など 79 名が出席して、MKFFIS（ver.1）のお披露目のイベン

トが開催された。現段階では入力頻度や公開方法などにおいてMKFFIS（ver.1）の信頼性に

ついての問題点が指摘されているが、プロジェクトの終了に向けた改善が進められており、

プロジェクト終了時においてはほぼ達成されるものと判断する。 

 

２－４ 上位目標の達成見込み 

 

達成度：終了時評価の段階では、上位目標の達成見込みを測るには時期尚早だと判断されたが、

その一方、上位目標の達成に繋がる良い影響がいくつか確認できた。以下にその主な判断理由を

挙げる。 

 

(1) 上位目標 指標 1： 

MKFFIS（ver.1）は 4 つの危機要素（hazard、exposure、vulnerability、capacity & measures）

のすべてを包括的に含んでおり、8 種類のリスク評価ツール（地図）を提供するものであ

る。MKFFIS を通じてCMC が提供する情報は、森林火災の予防・早期警戒防止のために

特化したものであり、極めて充実したものだと考えられる。またMKFFIS は 8 種類のリス

ク評価ツールを、それらのデータソースの更新頻度に合わせて自動更新しており、その頻

度は極めて迅速であるといえる。 

他方、森林火災リスクを評価するために必要十分な情報は MKFFIS（ver.1）のなかで蓄積

を続けており、これは将来にわたって大規模火災のリスクを分析する基礎情報となること

が期待される。それにより、実際の大規模森林火災の減少に間接的に寄与すると考えられ

る。 

(2) 上位目標 指標 2： 

上位目標では、大規模森林火災の発生件数が将来実際に減少することを想定している。森

林火災の発生は、MKFFIS から提供される情報のみではなく、現場において情報を受け取

り実際に対策をとる関係機関や地方自治体政府の職員によるところも大きい。さらに火災

発生は毎年の気象条件にも左右されるため、MKFFIS 導入後に実際の火災減少を測るため

には、少なくとも 5 年間のモニタリングが必要だと考えられる。評価団は、現段階では本

指標の達成見込みを測るには時期尚早だと判断した。 

上位目標 指 標 

The occurrences of massive 

forest fire are reduced by 

strengthening the social 

capacity for prevention and 

early warning of forest fire. 

1. Data/information provided from CMC to institutions under the 

Crisis Management System will become more promptly and 

adequately. 

2. Rate of forest fire that reaches massive level will be reduced. 
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２－５ 実施プロセスの検証 

プロジェクト活動は2012年11月に実施された中間レビューの時点で遅れを指摘されていたが、

中間レビュー調査団の提言に従って PDM と活動計画（Plan of Operations：PO）を改訂するととも

に、短期専門家の投入を増やすなどの措置により、その後はおおむね計画どおりに進捗した。そ

のマネジメントは適切であったと判断される。以下に、実施プロセスに関連した特記事項を記述

する。 

(1) 中間レビュー調査団は、PDM（ver.1）はプロジェクト管理ツールとして有効に機能して

いないと判断した。そのため調査団は関係者と議論を行い、PDM と PO の改定案を作成

した。改定案は 2012 年 11 月 15 日の第 4 回 SC において承認され、その後正式に利用さ

れた。2013 年 11 月には、PDM 指標では”X”となっていた数値目標を定めた PDM（ver.3）

が作成され、2013 年 12 月 11 日に開催された第 6 回 SC の場で承認された。 

(2) PDM、PO（ver.2）の正式化後に、プロジェクトの状況をかんがみて PO は 2 回改訂され

た。それにより計画は適切なものとなり、関係者にとってより明確なものとなった。改

訂された PO に沿って活動は予定通りに実施された。 

(3) プロジェクト期間を通じて、CMC 関係者と日本人専門家は必要に応じて、日常的また

は定期的にコミュニケーションをとった。特に MKFFIS（ver.1）の開発中は、毎日午前

中に会議の場を設け、委託先のシステム開発者や関係機関（PEMF、HM、MAFWE 等）

の職員を招き、テーマ別会議を開催した。 

(4) プロジェクト内部のコミュニケーションは、プロジェクト実施のために必要十分なもの

であった。CMC 本庁と RCMC の職員に対する聞き取りと質問票調査の結果から、日本

人専門家とのコミュニケーションは円滑で効率的であり、日本人専門家はC/P との信頼

関係を築くことに成功し、プロジェクト内部の人間関係も良好であったと判断された。 

 

  

12



 
 

 

第３章 評価 5 項目による分析 

 

評価 5 項目の観点からの価値判断は、A = 高い、B = 中程度、C = 低いの 3 段階で行った。 

 

３－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は、以下のとおり、対象国の政策、政策実施機関のニーズ及び対象国へ

のわが国の援助方針にも合致したものであり、「A」と判断された。 

(1) プロジェクトはマケドニアの政策と合致している。プロジェクトの目指す森林火災の予防

と早期警戒は、マケドニア政府の森林持続的開発戦略（2006 年）の中のビジョンと合致し

ており、またマケドニア政府業務プログラム 2011 年～2015 年（2011 年）における戦略目

標は、情報技術への投資である。 

(2) プロジェクト目標はC/P であるCMC の期待とニーズに合致するものである。プロジェク

ト実施以前は、CMC にはデータベースがなくGIS はあまり利用していなかったが、プロ

ジェクトは新たにCMC 本庁で集中管理できる森林火災の予防・早期警戒のためのデータ

ベースとGIS を導入した。また本プロジェクトは、異なった機関や遠隔地に散らばる関係

者が、森林火災の予防と早期警戒の情報を受け取ることを目指すもので、関係者の期待と

ニーズにも合致したものだと考えられる。 

(3) プロジェクトは、わが国の援助方針に合致したものである。日本の政府開発援助（Official 

Development Assistance：ODA）大綱では、地球温暖化をはじめとする環境問題は重点課題

と位置づけられており、またODA 中期政策（2005 年）では、「地球温暖化対策」及び「自

然環境保全」を重点分野としている。対マケドニア国別援助方針（2012 年）では、「環境

インフラ整備と管理能力向上」を重点分野と位置づけている。 

 

３－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は、以下の分析結果のとおり、現時点では統合GIS の信頼性の問題点な

どが揚げられているものの、プロジェクト終了までにはシステムの改善、完成が見込まれ、また

プロジェクト目標の達成に果たす同統合GIS の有効性についても認められることから、「B」と判

断された。 

(1) PDM で設定された 2 つの成果は、プロジェクト目標の達成に貢献するように計画され

ている。「２－２ 成果の達成状況」で要約したとおり、2 つの成果の達成状況には差

があるものの、成果を達成するための努力が続けられており、マケドニア側と日本側の

継続した努力を得られれば、プロジェクト終了までにプロジェクト目標が達成されると

予測される。 

(2) プロジェクトが導入したMKFFIS（ver.1）は、高度なウェブベースのGIS であり、多く

の関係機関がインターネットを経由して直接アクセスし、森林火災リスクに関係する情

報を同時に受け取ることができる。それにより、関係機関の調整の質は飛躍的に向上す

ることが期待できるため、森林火災を防ぐ実質的な手段だと考えられる。 

(3) しかしながら終了時評価の時点では、MKFFIS（ver.1）が現場の関係職員に十分に活用

されているとは言い難く、運用期間の不足からも、その実効性は明確に見えていなかっ

た。MKFFIS（ver.1）は 2013 年 4 月から供用されたが、質問票調査によれば、情報提供
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の時間帯が限られていたり、関係者がシステムに不慣れであったため森林火災報告が入

力されていなかったなど、現時点でのシステムへの信頼性が低く、RCMC の期待に応え

るものとなっていないことが判明した。このような状況では、現場レベルでの関係機関

の調整が、プロジェクトにより強化されたとは判断できなかった。一方、プロジェクト

ではこれらの問題について改善を進めており、プロジェクト終了までには内容面での改

善が見込まれている。 

 

３－３ 効率性 

〔注：投入と比較して成果が効率的に得られたかに関する詳細の分析は、合同評価報告書（英

文）Annex10、11 に記述した。〕 

プロジェクトの効率性について、以下のとおり、それぞれの投入は成果を達成するために有効

であったといえる。一方で、同等の成果はあげられないものの、必要不可欠な機能に絞ったシス

テムにすることにより効率化を行う余地もあったと判断し「B」と判断した。 

(1) プロジェクトでは、森林インベントリー情報のデジタル化とGIS データベースの導入に多

くの人的、資金的資源を投入した。森林インベントリーのデジタル化は、Forest vegetation 

maps の作成に必要ではあるものの、デジタル化の項目が極めて多かったため、項目を絞

るなどの方法で投入を最低限とし、プロジェクトの効率性を高めることが必要であった。 

(2) プロジェクトでは多くの資金を投入し、AWS を 15 セット導入した。気象観測地点を増や

すとともに、人為的なミスや怠慢を排除した正確な情報をタイムリーに収集できるなど、

AWSのメリットは大きいものの、現在HM職員が直接観測している気象情報を集めたり、

その正確さを高める努力をするなど、投入を抑えた活動も選択肢とし、一層のプロジェク

トの効率性の追求の余地もあったと判断する。 

(3) プロジェクトの求める経歴、能力、経験を備えた日本人専門家が投入された。日本人専門

家は与えられた役割に対するコミットメントを持ち精力的に活動した。短期専門家は、シ

ステム・デザイン、開発、テストからシステム改善まで、MKFFIS の開発に大きな役割を

果たした。 

(4) 機材の投入は適切な質・量・タイミングで行われた。品種、スペック、数量などは、日本

人専門家がCMC 並びに関係各機関と協議して決定した。システムを構成する機材（ハー

ド、ソフト、その他）は、プロジェクトで事前に合意されたシステム・デザインに則って

調達された。これは機材を適切かつ計画通りに投入することを可能とし、効率的に成果を

得る事につながったと判断される。すべての日本国側の投入は、プロジェクト活動のため

に適切に利用されていた。 

 

３－４ インパクト 

以下のとおり、本プロジェクトの成果である統合GIS システムの構築は森林火災にかかる予

防・早期警戒システムの能力強化にとどまらず、危機管理政策や、森林の健全性を高め、ひいて

は持続的な森林管理能力の向上にも寄与することが見込まれるなど、二次的な効果も期待され、

プロジェクト実施によるインパクトは「A」と見込まれる。 

(1) 「２－４ 上位目標の達成見込み」で示したように、終了時評価の時点では、上位目標の

達成見込みを測るには時期尚早だと判断されたが、その一方、上位目標の達成につながる

であろう良い影響がいくつか確認できた。 

14



 
 

 

(2) MKFFIS（ver.1）は、植生の種類、植生の乾燥度、火災の影響を受けやすい地域、インフ

ラストラクチャーや森林火災リスク評価に必要な他の要素など、極めて広範な情報を提供

している。また、森林火災にとどまらず、地滑り等、ほかの自然災害についても活用でき

る拡張性を有しており、本システムは、森林火災の予防・早期警戒にとどまらず、より大

きな災害対策に関する枠組みへ発展することが期待される。 

(3) 上位目標を達成するためには、関係機関の職員の協働による森林火災リスク分析を推し進

めることや、関係機関のコーディネーション・メカニズムを強固にするための努力が更に

必要である。これらが達成されれば、森林火災のリスクを軽減するための関係機関すべて

の迅速なアクションへとつながることが見込まれる。 

(4) 森林火災の主要な原因は人為によるものであり、その予防のためには、原因の対策にも投

入が割り振られるべきである。例えば森林火災を防ぐための地域住民に対する意識啓発は

極めて大切であり、そのためにもプロジェクト終了までに地方関係機関との連携強化と

MKFFIS（ver.2）による一般への森林火災情報の提供を確実に進めることは重要である。 

(5) プロジェクトは森林インベントリー情報をデジタル化するとともに、GIS データベースを

構築した。プロジェクト以前の PEMF では主に紙ベースで情報を管理していたが、プロジ

ェクトにより森林インベントリー情報や森林境界など、関連情報を集中的に管理し、更に

継続的にアップデートできる環境を得た。これは PEMF による持続可能な森林管理に大き

く貢献するものであり、それは森林火災のリスク低減へもつながるものである。 

 

３－５ 持続性 

プロジェクト終了後の持続性の見通しは、本プロジェクトで開発中のシステムを導入すること

に向けた制度、政策づくりに関する取り組みは、取り組み中ながら、プロジェクト期間中の改定

が見込まれ、人材、技術などの面については、プロジェクト終了後も引き続き、MKFFIS を維持

管理していけるだけの能力を有していると判断される。一方で本プロジェクト期間中の先方政府

からのプロジェクト予算はほぼC/P と事務スペースの提供にとどまり、プロジェクト終了後の予

算確保が現時点では明確になっていないことから、総合的に判断し「B」と見込まれる。 

 

３－５－１ 政策・制度・組織面 

(1) 現行の、森林火災の予防・早期警戒に関連する政策・制度は、プロジェクト終了後も

継続すると考えられる。  

(2) CMC及び関連機関の業務でMKFFISを正式に位置づけ、効果的に利用するためには、

諸制度の改訂が必要だと考えられる。プロジェクトの成果 2 では、関係機関との協働

により現行の諸制度の改訂案を作成することが予定されており、これは制度・組織面

の持続性を高めることに繋がると考えられる。 

(3) プロジェクト活動は、TCG を通じたメンバー機関との連携・協力により実施されてき

た。プロジェクトにより強化されたこの連携・協力関係は、プロジェクト終了後も続

くことが期待される。プロジェクトの成果 2 では、TCG をマケドニア国の関連法令に

基づいて、森林火災の予防・早期警戒に関する正式な会議とする手続きが予定されて

いる。この手続きはプロジェクト終了までに行い、制度・組織面の持続性を高めるこ

とが期待される。 
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(4) CMC 及び関係機関の職員は、MKFFIS の利用に関する高い技術レベルを既に有してお

り、彼らはプロジェクト終了後も継続して関係業務に就くことが期待できる。ただし

長期的にMKFFIS を安定して利用するためには、知識を継続的にアップデートするこ

とが必要である。  

 

３－５－２ 体制面 

(1) CMC のプロジェクト関係職員はすべて正規職員であり、今後も雇用が保証されてい

る。また CMC 本庁の関係職員は、今後も継続して関係ポストに就くことが見込まれ

ており、彼らがプロジェクトを通じて得た知識や技能を使って業務を継続的に実施し、

更に将来システムの持続性を高めることが期待される。またRCMC、RPEMF、RDPR

の現場レベルにおいても、プロジェクト関係職員は継続して業務に関わることが見込

まれ、森林火災の予防・早期警戒に関する調整の持続性を高めることが期待される。 

(2) 人員面の持続性を考慮する際に最も重要だと考えられるのは、データ・サーバを管理

する 3 つの機関（CMC、PEMF、HM）におけるシステム・アドミニストレーション

のための人員配置である。継続的にシステムの機能を担保するため、各機関は技術面

とアドミニストレーション面の両方を考慮して正式に人員を任命することが求めら

れる。 

 

３－５－３ 財政面 

(1) 関係機関それぞれにおける情報管理は、MKFFIS から発信される情報の質とタイミン

グに影響を与える。特にMKFFIS の機能の一部として別々の役割を持つデータ・サー

バを管理する機関（CMC、PEMF、HM）は、ソフトウェアのライセンス更新、故障

の際の部品交換、予期せぬシステムエラーの修理など、データ・サーバを維持するた

めの予算を確保する必要がある。  

(2) JICA が調達した機材の所有権の譲渡を定め、2012 年 5 月と 2013 年 5 月に CMC と関

係機関（PEMF、HM、DPR、MAFWE）との間でそれぞれ交わされた覚書（Memorandum 

of Understandings：MOU）によれば、各機関は機材メーカーの定めた使用方法に従っ

て機材を維持管理することが合意されている。関係各機関は、機材の保証期間を終え

た後も、維持管理に必要な予算を確保することが求められる。 

(3) 気象情報を収集するため JICA が調達・譲渡した AWS 15 セットの維持管理コストに

ついて、HM によれば 2014 年度予算で請求したとのことであるが、予算が確保される

確かな見通しはいまだない。HM は AWS の維持管理並びに情報管理のための予算を

確保することが求められる。 

(4) プロジェクト実施に関連するすべてのコスト（資機材購入費、研修費、旅費・交通費

等）はプロジェクト期間を通じて JICA 側が負担した。プロジェクト終了後は、マケ

ドニア側により、活動を継続するために必要なコストが確保される必要がある。 
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第４章 合同評価の結論・提言・教訓 

 

４－１ 結論 

本プロジェクトは、森林火災リスクアセスメントに必要な衛星画像データ、AWS から得られる

気象情報や MAFWE の持つ森林簿からの森林情報を統合的に管理するためのツールとして地理

情報システムMKFFIS を提供すること、及び中央政府、地方政府を含む多くの関連機関の間で森

林火災の予防・早期警戒に必要な情報をオンタイムで共有することができる仕組みを整え、また

そのツールを適切に活用できるようマケドニアの森林火災危機管理に対する体制、中でもその中

心となる CMC の調整・連携能力を強化し、もって大規模森林火災の発生を抑制することを目的

に実施された。構築されたMKFFIS の機能は、さまざまな関係機関の持つ情報を一元的に共有・

管理することにより、関係機関相互の連携を強化し、森林火災への対応能力の向上に大きな効果

を持つものと考察される。 

効率性の面に影響が出たものの、本システムについては気象観測や持続的な森林管理への活用

も可能であるなど間接的にも大きなインパクトがあることが確認され、マケドニア側からも高い

評価を得ている。 

一方、プロジェクトの成果を持続的に発現させるためには、プロジェクト終了後におけるマケ

ドニア側の継続的な予算の確保、システム運用のための法的な枠組みの整備等が不可欠であり、

一層の努力が求められる。今後プロジェクト終了時までに、システムの活用について、関係機関

への能力強化及び周知徹底、研修などを通じた利用者への普及啓発といった活動を継続すること

により、プロジェクト目標は達成されると考えられる。 

 

４－２ 提言 

(1) 社会への森林火災リスク情報の周知拡大 

森林火災の原因の大半を占めるとされる人為による失火を避けるために、一般に公開される

MKFFIS ver.2 を活用し、森林火災のリスク情報を社会に周知し、森林火災に対する国民の理解

を高めることは、森林火災の減少、ひいては上位目標である大規模火災の減少に寄与すること

から、今後の情報発信への注力を提言する。 

 

(2) 地方関係機関へのMKFFIS 活用のフォローアップ研修の実施 

地方関係機関に対してはすでに MKFFIS ver.1 公開時に中央での集合研修を実施し、ver.2 公

開後も同様の研修が計画されているが、現状以上の活用に向けては十分ではないと判断される。

このため、プロジェクトは引き続きプロモーションもかねて現地を訪問し、研修のフォローア

ップを実施することを提言する。 

 

(3) MKFFIS 利用 ID の発給範囲の確定と発給促進 

MKFFIS 利用のための ID については研修受講者とその受講者から研修を受けたスタッフへ

発給するとされているが、更なる利用促進のため、早急に ID 付与が必要なスタッフの範囲を

確定し、速やかにそれらのスタッフへの研修及び ID の発給を実施することを提言する。 
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(4) MKFFIS 運用の持続性確保に向けての組織的枠組みの整備 

 プロジェクトで構築したMKFFIS を活用した体制の持続性を確保するため、さまざまな機関

が行っている情報の入力、管理、提供、利用に関する相互的な義務や権利について明文化した

取決めをプロジェクト終了までに作成すること、また、TCG を通じた関係機関の自立発展的な

連携・協力を促すため、遅くともプロジェクト終了前には TCG の法的な位置づけが整理され

るよう、ロードマップを明らかにし、作業を進めることを提言する。 

 

(5) MKFFIS のリスク情報を活用するための緊急時の対応手順書の整備 

MKFFIS の構築に伴い、緊急時に即時適切に対応するため、本部及び地方においてこれまで

の緊急時の対応手順書等のルールを見直し、例えば Hotspot の発生時の対応などの項目を新た

に含めるなど、CMC は MKFFIS からの情報に対応した手順書をプロジェクト終了を目途に、

早急に整備することを提言する。 

 

(6) 地方関係機関や地方政府の連携強化 

上位目標である Social Capacity の強化につなげるためには、実際に現地で対応に当たる地方

関係機関や地方政府も巻き込んだ予防・早期警戒に向けた連携の促進が不可欠である。一方、

MKFFIS の利用開始が遅れたこともあり、これまで地方における関係機関や地方政府の連携強

化に向けた活動は十分に行われていない。このため、プロジェクト終了までに作成する提案書

（指標 2c）に基づき、モデルエリアで得られた知見をその他のエリアに広めるなど、効率的な

地方関係機関や地方政府の巻き込みの強化を提言する。 

 

(7) プロジェクト終了後の予算確保 

 プロジェクト実施期間中においては JICA が予算を負担しているが、プロジェクト終了後に

おいて、プロジェクト成果の継続的な発現及びそれによる上位目標の達成に必要な予算を確実

に措置することを強く要望する。特に、HM に供与された AWS や MKFFIS に関する情報技術

（Information Technology：IT）機材の維持管理費と共に、MKFFIS の継続的な維持・活用に向け

た、定期的な研修などスタッフの能力強化に関する予算が措置されるべきである。 

 

４－３ 教訓 

(1) プロジェクトスコープの範囲管理 

MKFFIS の構築の過程で、当初想定されていなかった AWS や森林管理のための GIS（森林

情報システム）がプロジェクト進捗に伴って、必要に応じて導入された。これにより、MKFFIS

は非常に高い能力を有するものとなったが、そのための多大な投入によりプロジェクトの効率

性において懸念の残る結果となった。 

同様のシステム開発を伴うプロジェクトにおいては、効果を高めるために追加的な投入がプ

ロジェクト途中で求められることが想定されるところ、資金的・人的投入の上限をあらかじめ

関係者間で共有するとともに、システムのスコープを当初計画において明確に限定し、その上

限内で計画を適切に管理することによりプロジェクト目標の達成に向けた投入量を効率的な

ものとすることについて、関係者間で統一的な認識を共有することが必要である。また、その

際には、構築されたシステムがプロジェクト終了後も先方政府の予算を含む能力の範囲内で維

持されることも考慮することが求められる。 
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(2) 持続可能な森林管理の一環としての森林火災リスク管理 

MKFFIS には、森林火災リスクアセスメントのために、樹種、樹齢等の森林情報が取り込ま

れた。この結果MKFFIS は、山火事防止のみならず、PEMF による持続可能な森林管理にも活

用することができることとなった。 

これはプロジェクトの範囲を超えたものではあるが、これにより、森林の健全性を高めるよう

な持続可能な森林管理が行われれば結果的に森林火災発生のリスクを抑えることに結びつく。

これを踏まえ、今後同様のプロジェクトを検討する際には、森林火災のリスク管理を持続可能

な森林経営の一環として考え、包括的なアプローチをとることが求められる。 

 

(3) 地方自治体やマルチセクトラルな関係機関の巻き込み 

本プロジェクトは、主に中央の関係機関を対象とした組織間の連携強化を目的として行われ

た。一方、実際に災害への“対策”にあたるのは、地方自治体や地方部におけるマルチセクトラ

ルな関係機関であり、これらの果たす役割は大きい。 

このため、その役割や責任範囲を検討したうえでこれらの地方政府やマルチセクトラルな関係

機関をC/P または準CP に含めるべきである。 

 

(4) 季節性を考慮したプロジェクト期間設定 

本プロジェクトにおいては活動開始が 5 月からとなっていたことから、マケドニアにおける

森林火災の発生時期にあたる夏期の前に終了することとなり、完成した MKFFIS（ver.2）をプ

ロジェクト期間中に実際に森林火災シーズンに運用することができなかった。 

このことから、本来、本プロジェクトは最終的に完成したシステムがプロジェクト期間内の森

林火災シーズンに適用されるよう期間を設定することが望ましかったと考えられる。プロジェ

クトの成果をより十分なものとするためにも、このように活動が季節的な影響を受けるプロジ

ェクトについては、季節性を十分考慮した上で、開始時期を検討する必要がある。 
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第５章 所感 

 

５－１ 総括コメント 

2013年12月2日から14日の日程で、マケドニア国「森林火災危機管理能力向上プロジェクト」

の終了時評価を実施した。 

評価結果については、マケドニア側評価チームと合意し署名した合同評価報告書（以下「報告

書」）のとおりであるが、森林火災についての国家的なリスクアセスメントのシステムの中核をな

す統合 GIS（MKFFIS）を開発するなど、目覚ましい成果をあげており、これは日本側・マケド

ニア側双方のプロジェクト関係者、特に、プロジェクト開始以来長期間にわたって現地でマケド

ニア側を指導してきた長期専門家の労を多とするものである。 

他方、終了時評価の時点では、MKFFIS の改良版（ver.2）の運用の開始、及びこれを活用した

関係者間での情報共有・連携の強化が実施の途上であり、2014 年 5 月のプロジェクト終了時まで

にプロジェクト目標を達成すべく、引き続き双方の関係者の更なる努力によって、合同調査評価

調査団の提言の実現を期待するものである。 

以下、特に気づいた点につき、本評価調査の対処方針及び留意事項に沿って所感を記載する。 

 

(1) プロジェクト期間延長及びフォローアップの要否 

 報告書のとおり、合同評価調査団の提言を実施することにより、プロジェクト目標の達成は

可能と見込まれ、プロジェクト期間の延長・追加投入やフォローアップ協力は不要であり、マ

ケドニア側からも要望はされていない。 

 他方、プロジェクト終了後の第三国研修については、終了時評価調査団に対して、国内の関

係者の能力の強化も含め、マケドニア側より改めて強く要望され、また JICA バルカン事務所

でも必要性が高いことを認識しているところである。 

 マケドニアの欧州連合（European Union：EU）加盟については、ギリシャとの二国間問題等

のために大きな進展はみられていないが、他方、マケドニアは既に欧州森林火災情報システム

（European Forest Fire Information System：EFFIS）へ森林火災報告をMAKFFIS を活用して提出

している。また、条約交渉が最終段階に差し掛かり、2014 年中にも合意が見込まれる欧州森林

条約の交渉参加国であることから、周辺諸国との森林火災防止の面での相互協力・交流は一層

重要となると考えられ、当該第三国研修の実施は大きな意義があると考えられる。 

 なお、同第三国研修の実施に当っては、MKFFIS と同様のシステムを周辺諸国に導入するの

では効率性に問題があること、マケドニアの国内関係者の能力の強化も引き続き必要であるこ

とに配慮し、周辺諸国に導入可能な簡易なシステムを開発し、その過程でマケドニア側の能力

強化も図ることを考慮すべきである。 

 

(2) プロジェクト終了後、上位目標達成への道筋についての確認 

上位目標の、「社会的能力の向上」については、マケドニア側は、住民参加の推進や、持続

可能な森林管理による山火事に強い森林づくりを図る考えであり、それによって「大規模森林

火災の発生が抑制」されるとしている。 

したがって、報告書の提言の通り、社会への森林火災リスク情報の周知拡大、地方関係機関

や地方政府の連携強化等、更なる努力が必要である。 
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(3) 国家森林火災危機管理体制における統合GIS システムの活用の確認 

 MKFFIS（ver. 1）は 2013 年 4 月より運用が開始されたが、予防・早期警戒機能の活用につい

ては、ホット・スポットの発令継続時間が短かった等一部機能の改善が必要であったことや、

地方の関係者が森林火災発生情報の入力に不慣れであったことなどから、2013 年夏期の森林火

災発生シーズンにおいては、必ずしも十分には活用されてはいなかった。 

他方、システムを改善した MKFFIS（ver. 2）の運用開始が 2014 年 1 月中に予定されている

ことから、報告書の提言の通り、プロジェクト期間内において、地方関係機関へのMKFFIS 活

用フォローアップ研修の実施、MKFFIS 活用 ID の発給範囲の確定と発給促進等の対応が必要

である。 

 

(4) 成果 2 に係る目標達成の確認 

 上記のとおり、MKFFIS（ver. 1）は運用開始後まだ十分には活用されておらず、MKFFIS（ver. 

2）も終了時評価の時点では未完成である。このため、成果②「森林火災の予防・早期警戒に

係る国内の関係者間で情報共有・連携を図る（CMC の）国家的な調整の仕組みが強化される」

に係る体制強化の進捗は依然限定的である。 

このため、終了時までに成果②を達成するために、報告書の提言の通り、MKFFIS 運用の持

続性確保に向けての組織的枠組みの整備、MKFFIS のリスク情報の活用のための緊急時の対応

手順書の整備等の対応が必要である。 

 

(5) 統合GIS の拡大に伴う、プロジェクト進捗の遅れに対する対応 

中間評価の指摘を踏まえた短期専門家の追加配置により、上記のとおり MAKFFIS（ver.1）

は 2013 年 4 月より運用が開始され、その改良版の MKFFIS（ver.2）も 12 月中に開発が完了し

2013 年 1 月に運用が開始される見込みとなっており、進捗の遅れは一定程度改善されている。

しかしながら、成果②にかかる活動については、CMC におけるオペレーション部門との連携

の強化については改善が著しいが、地方関係機関との情報共有・連携についてはなお進捗の途

上であり、報告書の提言のとおり、プロジェクト終了時までに一層の活動の促進が必要である。 

なお、統合 GIS システムの拡大（AWS の導入や PEMF での持続可能な森林管理に活用でき

るシステムとなったこと）については、当評価団としては、プロジェクトの実施の過程で、成

果を生み出すために追加的に行わざるを得なかったものであると理解しているが、マケドニア

側C/P は、当初から拡大された統合GIS が必要であると認識していたとしており、本評価を通

じて、その認識の溝を埋めることはできなかった。 

 

(6) プロジェクト終了後の持続性確保のための提言 

 中間評価で提言された、①システムメンテナンス費用に加え、利用スタッフの研修費用の確

保に関しては、フリーのGIS ソフトの利用等の工夫がされ、また現時点では保証期間内中の機

器も多いことから、マケドニア側の予算確保はなされていない。他方、同じく提言された、②

技術者レベルの連絡協議会の立ち上げへの対応として、2013 年 10 月、11 月に関係機関とのワ

ークショップ（workshop：WS）を実施した。 

 予算の確保については、CMC は、HM や PEMF も含め 2014 年度以降確保する意向を示して

おり、また、運用開始後のキャリブレーションが不要なシステム設計等の工夫により負担は軽
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減されるとは考えられるが、これまでほぼすべての予算をJICA側が負担していたわけであり、

報告書の提言のとおり、プロジェクト終了後の予算確保が確実になされることが必要である。 

 

 以上 
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盛!Peny6nHKa MaKeAoHHja ~!laAa Ha Peny61IHKa MaKe再oHHja
U，CHT3p 33 ynpaoyo3晶 CCO KpU3U 

Minutes of恥feeting

Of the Steering Committee (TCG) of the project 

“Technical Assistance for Development of Integrated System for Prevention and Early 
Waming ofForest Fires" 

Date: 11.12.2013 

Venue: Crisis Management Centre， Dimce Mircev st. 9， Sko刊e

The Minutes of出ismeeting serves to confmn that血eSC members discussed and 
adopted: 

1. The proposed Project Design Matrix (PDM) version 3， and 

2. The Terminal Evaluation Repo口.

Present SC members confirm the adoption of the above conclusions， as foUows: 

Ministry of Agriculture， Forestry and Water Manage~9t __ . 
Authorised Representative， Mr. Vojo Gogovski ぷWlfl2IコJιバ

V'r; / V'一一
Secretariat for European Affairs /ZJ /J 

Authorized Representative， Mr Xheladin L10kmani 郷後鈎グ

Z PE Macedonian Forests 

Authorised Representative， Mr. Blaze Gjorgjievski 

National Hydro Meteorological Service I 11 Aハ

Authorised Representative， Mr. Kosta Lazarovski 刈JJlぷMへ
Directorate for Protection and Rescue， as Observer 
Mr. Alexander Radosavljevic 

Ministry of Environm~l! t and Physical Planning， as Observer 
Ms. Smiljka Teneva_jji¥!.人Cぐ L λ --___.... 

/ 
JICA， Final Evaluation team leader from Japanese side 
Executive T巴chnical Advisor to the Director Genera1， Global 

五五27Department 

Mr. Kazuhiro Goseki 

JICA， Proj目 tChief Advisor./ ' 、 ー /ペゲ
Mr. Eisho Sato f::_~ __....c:. -三/.fノY

Environment 

AeJ1. 6p.~沼引
UeHTap 33 ynpaByB3ぬeco 
KpH3H 

A阿M刊eMHp明 B6p.9.
日φAX372 1000 CKonje， 
Peny6mtK3 M3Ke且OHHJ3
Ten. (02) 3249101 
φ3KC. (02) 3249 213 
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盛 Peny6nl1Ka MaKe且oHl1ja

~!laAa Ha  Peny6JIHKa MaKeAoHHja 
lJ.cHTap 3a ynpaByBalhc CO KpH3H 

3A口HCHHK

0且COCTaHOKHa YnpaSHHOT 0江60pHa npoe灯 OT3a 

“TeXHH'.IKa no皿 P山間 3ap田 sojHa HHTe巾叩aHCHCTeM 3a日peseHUHjaH paHO 
npeD，ynpe且ysa胎 eOD， 凶 yMCKHnmKapH" 

且aη1M:11.12.2013 ro且HHa

MeCTO: LteH百 p3a y口pasysalもeco叩H3H，CKO吋e

Co osoj 3anHCHHK ce nOTsp瓜，ysaD，eKa lf.neHOSHTe Ha YnpasHHoT 0且60pHa npoe灯 OT

且HCKyTHpaa3a H rH ycsOHja cne且HHTeTO可KHHa D，HeSeH pe且:

1. npCD，J10蹴 HaMaTpHua Ha npoc町印刷3ajH(PDM) Bcp3Hja 3， H 
2. H3Bcmnj 3a 3aBp山 HOOUCHyB3IbC. 

npHCyTHHT芭叩eHOSH Ha YnpasHHoT 0且60p Ha rrpoe町 OT ro nOTsp且ysaaT

yCSOjyBal七eTOHa ropeHase且eHHTeTO可KH，KaKO山 TOcne且H:

MHHHCTCpCTBO 3a 3CMjOD，eJ1CTBO，凹yM3pCTBOH BOD，OCTj¥IDlHC空0:
//A〆IL... _ 

OBnaCTeH叩 eTCTaSHHK，r-.!lHH Bojo roroBcKH 

CCKpcTapHjaT 3a EBponcKH npam3lba: 

OsnaCTeH叩eTCTaBHHK，r-D，HH Uena.!lHH J10KMaHH 

JaBHO npcTnpHjaTHc "MaKCD，OHCKH mYMH": 

OsnaCTeH npeTcTaBHHK， rー且HH6na)f(e rOprHeBcKH 

YnpaBa 3a XHD，pOMCTCOp0J10mKH pa60TH: 

OBnaCTeH npeTcTaBHHK， r-D，HH KocTa J1aJapoBcKH 

.llHpcKUHja 3a 3a凹 THTaH cnacyBalbc BO CBOjCTBO H3 Ha6Jhy'D，yBa'l: 

ム血
/
笠

OBnaCTeH口peTCTaBHHK，r-且HHAJteKcaH江apPaLlOCaSJbeBHK 

MHHHCTCpCTBO 33 iKHBOTHa cp明日H3H npOCTopHO nJ13HHpa払 C，BO CBOjCTBO 
Ha6Jhy且YBm: L¥

OBnaCTeH npeTCTaSHHK， r-ra CMHJbKa TeHeBa ~Lィ也く人_.fí..__p 人
)1  

JICA， THM J1UD，CP Ha janoHcKHOT OUCHCKH THM 

J.13Sp山eHTeXHHlf.KH coseTHHK Ha r巴HepanHHOTLlHpe灯 Op，O皿 eneHHe3a rno6制 Ha
)f(HSOTHa cpe且HHa

r-LlHH KaJyXHpO rOceKH 二孟去三
JICA -rJ13BCH COCBCTHHK Ha npoc町 OT:

r-LlHH EHWO CaTO ιン~ /爪
〆、 J

-_:Y i -- / 

UCHTap 3a ynpaByBalbc CO KpH3H: 

PaKO印刷Te山口附KT，山 1HCTeSKO CTe中aHOCKH いづム~、
// /1 /" 

rr // l 

J].HpeKTOp Ha np側叩T，日 HH3ynゆHALlHnH グプj;JJhャ7

'15州."-A.いにん&料品、ω貯川島川;)¥(A ハ ¥ h 

~ルT いずて L町、 ωαo古代以ヘゴての守れし:¥)¥込州ι 丸町可川νヘV¥，O
伊存唯一 " ， 1 

1fyp仔217%パ
Uc~rrap 3a ynp祖 yBalheCO 
KpH3H 
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